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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術人
材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは意
見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
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　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
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本文は p.9 へ
科学技術動向

概　要

電子顕微鏡における収差補正技術開発の
世界的動向と日本の現状

　電子顕微鏡は、戦前の黎明期から産官学が結集して開発に取り組み、日本が長きにわ
たって世界をリードしてきた領域であった。その技術はお家芸と言われる域にまで発展
し、日本が開発した高圧〜超高圧電子顕微鏡は、1990 年に入ると 0.1nm に迫る最高分解
能を成し遂げ、世界各地の主要研究機関に多数設置された。しかし 1990 年代後半、ドイ
ツで開発された球面収差補正レンズは電子顕微鏡の分解能を飛躍的に向上させるもので、
ナノテクノロジーの時代背景も相まって世界中の注目を集めることとなった。欧米諸国
において次々と収差補正顕微鏡開発プロジェクトが発足し、それまで熱心ではなかった
米国までもが電子顕微鏡開発へと新規参入した。一時的に遅れをとった日本は危機感を
募らせたが、もともと高い技術力を有していた日本メーカーが、大学や公的研究機関と
のプロジェクト研究のもと高性能機器の開発に成功し、装置性能自体は再び世界のトッ
プレベルに比肩するに至っている。しかしながら、すでに欧米諸国では収差補正機開発
そのものは一段落し、今後 10 年〜 20 年先を見据えながら最先端顕微鏡を多機能・多様
化させ、ナノテク研究やバイオ研究の個別テーマへの応用展開を図るべく議論を深めて
いる。
　今後、日本でも新たなナノサイエンス局面を拓きつつ、装置開発も含めて世界をリー
ドしていくためには今後の基礎研究の進め方が重要となる。各大学や研究機関がそれぞ
れの得意分野に立脚した拠点を設け、これらを横断的・有機的につなぐオールジャパン
体制が今こそ強く望まれる。

出典：参考文献1）、Copyright ©Macmillan Publishers Ltd.
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本文は p.23 へ
科学技術動向

概　要

海洋深層循環と熱輸送に関する
観測研究の動向

　気候変動は人類にとって喫緊な対応が必要な問題である。海洋の貯熱量変化は、地球
上の熱の分配に大きく影響し、ひいては我々の生活圏である地上気温に強く影響を与え
る。近年、海洋の上層については貯熱量変化が精度よく検出可能となったが、気候変動
に重要とされる海洋深層の知見は少ない。海洋深層循環は、地球の気候を決める要因の
一つとして、両極で冷やされた海水が深海に沈み込み、地球全体を循環し、海水が冷や
される時の大気への大量の熱放出により極域の大気を加熱する。この深層循環を含む海
洋の子午面循環の変化は、比較的急速かつ大きな気候変動に関係するとされている。大
西洋においては、グリーンランド沖で沈み込み、大西洋の中・深層を南下し表面近くを
北上する大西洋オーバーターンと呼ばれる循環がこの 50 年間に約 30% 弱まった可能性
がある。これにより急激な寒冷化の可能性が指摘され、欧米では変動を詳しく調査する
観測研究が実施されつつある。また、太平洋の最深部はほぼ全域で貯熱量が増加しており、
深度 3000m 以深は全球規模で貯熱量が増加している。特に深層水が形成される南極周辺
海域での増加は顕著で、南極周辺で沈み込み、各大洋の最深部を北上し中・深層を南下
する南極起源の南極オーバーターン全体の弱化を示唆し、深層循環研究の国際的研究計
画が立案されている。
　このような循環の変化を捉える観測研究は大規模かつ長期間にわたり、世界的にも不
十分である。現在、我が国では個々の研究機関がそれぞれの経常的な研究の一部として
深層循環研究を実施しているが、規模と継続性という観点からは極めて脆弱である。大
規模研究を推進する枠組みが必要であり、その枠組みをもとに国際連携による研究を推
進していくことが求められる。

参考文献9）を基に科学技術研究動向センターにて作成

5000mから海底までの間にこの10年間で蓄積した熱。図中の数字は変化分（W/m2）
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トピックス1　アルツハイマー病の新たな治療薬への期待

認知症を引き起こすアルツハイマー病は、神経毒であるアミロイドβが脳内に蓄積することによって発
症するとされているが、発症原因と病態は未解明な部分が多く、それらの解析と治療薬開発が同時に進
行している。米国のロックフェラー大学をはじめとする研究チームは、アミロイドβの産生を増加させる 
γ－セクレターゼ活性化タンパクを発見し、Nature 2010年 9月 2日号に発表した。γ－セクレターゼを
標的としたアルツハイマー病治療薬は重篤な副作用が懸念されていたが、今後はより副作用が少ない効果
的な治療薬として、血液脳関門を通過してγセクレターゼ活性化タンパクを選択的に阻害する薬剤が開発
されていく可能性がある。

高齢社会を迎える先進国においては、アルツハイマ
ー病の急増が懸念されており、医療政策上重要な疾患
のひとつとされている。アルツハイマー病の発症原因と
病態は未解明な部分が多く、その解析と治療薬開発
が同時に進行しているのが現状である。この度、米国
のロックフェラー大学を中心とする研究チームは、アル
ツハイマー病の新しい治療標的として、γ－セクレター
ゼ活性化タンパク（以下、GSAP）を発見し、Nature 
2010 年 9 月 2 日号に発表した 1）。

アルツハイマー病の発症原因については、アミロイド
βという神経毒が脳内に蓄積する注）ことにより発症する
というアミロイド仮説が有力視されている。アミロイド
βの産生にはγ- セクレターゼというタンパク質切断酵
素が関わっていることから、アルツハイマー病治療薬
のひとつとしてγ－セクレターゼを標的とした薬剤の開
発が進められてきた（γ－セクレターゼ阻害薬）。しか
し、同薬剤は正常細胞にも影響することから重篤な副
作用が懸念されている。上記の研究チームは、γ－セ
クレターゼそのものではなく、その活性を制御する
GSAP を標的とした治療薬を開発することで、より副
作用の少ない薬剤が期待できると考えている（図表）。

GSAP の発見は、抗がん剤として使われているイマ
チニブ（グリベック ®）の研究から得られた。同剤は、
細胞増殖の制御等を担うチロシンキナーゼをターゲッ
トにして抗がん作用を発揮する。研究チームは過去の
実験を通じて、イマチニブがアミロイドβの産生を阻害
する作用があることを明らかにした 2）。その作用は、イ
マチニブの抗がん作用の標的となるチロシンキナーゼ
以外の分子を標的にすることに因ると推測し、GSAP
の発見につながった。

研究チームは、試験管内の実験および動物実験を
行った結果、GSAP がヒトの脳内においてアミロイドβ

の産生を増加させ得ることと、GSAP の阻害薬がアル
ツハイマー病の治療薬になり得ることを示した。

脳と血液の間には血液脳関門があり、血液中から脳
神経細胞への物質の流れを制限して脳を守っている。
これまで開発されたアルツハイマー治療薬はこの関門
を通過しないか、あるいは通過しにくく、脳神経細胞
へ送達され難いという欠点があった。また、イマチニ
ブが血液脳関門を通過するという報告もないため、研
究チームは、同剤をアルツハイマー病治療薬として適
応拡大することは難しいと考えている。研究チームは、
アルツハイマー病治療薬として GSAP の阻害薬を開発
するために、血液脳関門の通過性が良好な薬剤や脳
神経細胞に効率よく送達する方法の開発が今後必要で
あると述べている。

注：アミロイドβが脳内に蓄積したものを老人斑という。

参　考
1）　He G, et al., nature 467, 95-99 （September 2, 2010）　
2）　Netzer WJ, et al., Proc.Natl.Acad.Sci. USA 100, 12444-12449 （2003）

ライフサイエンス分野	 TOPICS	 Life Science

図表　アミロイド仮説と －セクレターゼ活性化タンパク
（GSAP）の関係図

科学技術動向研究センターにて作成
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トピックス2　はんだを不要にする常温接続技術の開発

（株）アドバンストシステムズジャパンは横浜国立大学の八高隆雄教授と共同で、はんだを用いない新た
な接続技術を開発した。プリント基板への電子部品の実装は、はんだ溶融のために150℃程度から
260℃程度の高温処理工程が必要であるため、熱に弱い部品などは別工程で、コネクタ接続などによる
実装を行う必要があった。また、はんだ実装した後は部品の脱着ができない。今回開発された接続技術は、
室温下で接続が行えるため工程の簡略化が期待できるうえ、部品の脱着を繰り返すことが可能であるこ
とからコネクタ部品点数の低減も期待できる。

（株）アドバンストシステムズジャパンは横浜国立大学
の八高隆雄教授と共同で、はんだを用いない接続技術
を開発した 1）。この方法を用いれば、電気・電子部品
を高温にさらすことなく電子機器などのプリント基板に
実装することができ、また、部品の脱着を繰り返すこ
とが可能である。
LSIなどの電子部品を、はんだを用いてプリント基
板へ実装する際には、はんだ溶融のために高温処理
が必要で、はんだペースト付きの部品をプリント基板
へ仮置きした上で、プリント基板全体に150℃程度か
ら260℃程度の熱を加えるというリフロー炉への投入
工程が必要である。そのため、熱に弱い部品などはリ
フロー炉に入れられず、また、耐熱性や熱ストレスを
考慮した部品や部材の設計が要求されてきた。例えば、
耐熱性の低い一般的なプラスチックレンズを使うカメラ
モジュール部品などはこのリフロー炉に入れられず、別
工程でコネクタ接続による実装を行う必要がある。さ
らに、一度はんだ付けした部品は、取り外しのために
も加熱が必要なことから脱着は困難であり、交換対象
とする部品などはコネクタを用いて実装していた。
今回開発された常温接続技術は、金属相互の比較
的ゆっくりした摺動により接合が行えることを特徴とし
ており、八高教授のアイデアを基にしている。また、
自動車のアルミフレームの溶接などにも使われる、摩
擦撹拌溶接と呼ばれる金属相互の接合技術などにもヒ
ントを得て、改良を加えた。接続は、接続対象を相互
に圧接した状態で接合部に 20ヘルツの機械振動を加
える（図表 1）。金属部の摺動により生ずる部分・局所
的な摩擦熱で接合できるため室温下で接続が行え、熱
に弱い部品も同工程で実装できる利点が生まれる。ま

た、図表 2に示すスパイラル形状のコンタクトセルを用
いれば、接続が完了したあとに接続部を垂直に引き上
げることでコンタクトセルにはばねによるねじれの力が
加わり、接合部がうまく切り離される。そして、切り離
した部分を再度押し付けて振動を加えれば、また接合
することができる。
さらに、スパイラル形状のコンタクトセルにはばね性
があるため、図表 2のように多点接続する場合のコン
タクト面の不揃い較差を吸収する効果も得られること
から、将来的には多ピン接続や金属面の接続などにも
展開が図れる。
現在は試作した接合装置を使って基本的な技術の
確認を行った段階であるが、はんだを不要にする常温
接続は実装工程の簡略化が期待できるうえ、コネクタ
部品点数の低減も期待できる。

参　考
1）　（株）アドバンストシステムズジャパンホームページ：　http://www.asjp.co.jp/ja/products/development-1/

情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication

図表1　想定する常温接続技術の適用例（LSI実装の側面図）

科学技術動向研究センターにて作成

LSI

図表 2　多点接続のためのコンタクトセル配列例

出典：（株）アドバンストシステムズジャパン提供
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トピックス3　低タンパク配合飼料のオフセットクレジット認定

亜酸化窒素 (N2O)は、CO2の 310倍もの温室効果係数をもつ温室効果ガスであり、家畜の排泄物か
らも発生する。N2Oの排出削減に有効であるとして、環境省の「オフセット・クレジット（J-VER）制度」
の対象プロジェクトに「低タンパク配合飼料」が認定された。家畜からの窒素排泄量自体を根本的に低減
するために、含有量の少ない必須アミノ酸成分を添加物で補足した配合飼料である。認定により、低タン
パク配合飼料を導入する事業者は、一定の要件のもとで、温室効果ガスの削減量の認証を公的に受ける
ことができる。

家畜のふん尿を堆肥にして農地で利用する際には、
堆肥化過程と農地の双方で、亜酸化窒素（N2O）が発生
する。N2O は、CO2 の 310 倍もの温室効果係数をもつ
温室効果ガスである。2008 年の我が国の農業起源の
N2O 排出量は、CO2 換算で約 1 千万 t であり、全温暖
化ガス排出量の約1% にあたる。

家畜からの N2O を削減するのに、「飼料」に着目し、
窒素の排泄量自体を根本的に低減する技術が有効であ
るとして、2010 年 7月、農林水産省・環境省の審査を
経て「低タンパク配合飼料」が「オフセット・クレジット

（J-VER）制度」1）の対象プロジェクトとして認定された。
同認定により、低タンパク配合飼料を導入する事業者は、
一定の要件のもとで、温室効果ガスの削減量の認証を
公的に受けることができ、得られたクレジットを国内で
売却することができる。なお、J-VER 制度で N2O の削
減プロジェクトが認定されるのは初めてのことである。

大豆粕などの従来の飼料は、生育に必要な各種アミ
ノ酸の量と飼料中の含有量との割合がアンバランスなた
め（図表 1 左）、リジンなど欠乏しやすい必須アミノ酸
の量を満足するように家畜に与えると、他のアミノ酸成
分が過剰となる（図表 1中） 。そして過剰に投与された
アミノ酸に含まれる窒素分は、ふん尿として排泄され、
N2O の発生原因となる。それに対し、低タンパク配合
飼料は、大豆粕の総量を減らし、代わりに欠乏しやす
い必須アミノ酸成分を結晶アミノ酸で補足した飼料であ
り、過剰に投与されていたアミノ酸量を削減することが
でき（図表 1 右）、その結果、N2O の削減につながる。
低タンパク配合飼料を飼育豚に用いた試験で、食肉へ
の窒素蓄積量を損なうことなく、ふん尿への窒素の放出
を約 3 割削減できることが確認された（図表 2）3）。

飼料へのアミノ酸の利用は、1950 年代から行われて
きた。その後、湖沼や閉鎖海域の富栄養化問題の発生

を機に、水質汚濁対策への有効性が唱えられたが、諸
外国に比べると日本での普及は進まなかった 4）。

今回は、低タンパク配合飼料のライフサイクル評価
（LCA）が行われ、添加用のアミノ酸の生産・加工・輸
送などにより増加する CO2 を上回るN2O の削減効果が
認められた。J-VER 制度に認定されたことで、事業者
に導入のインセンティブを与えることができる。

低タンパク配合飼料の利用促進は、温暖化防止はも
とより、富栄養化による水質汚染への対策、飼料用の
作付面積の低減など、他の面でも環境負荷低減に寄与
すると期待される。

参　考
1）　気候変動対策認証センター　http://www.4cj.org
2）　味の素（株）ホームページ　http://www.ajinomoto.co.jp/kfb/amino/aminosan/kenkyu/pdf/ajiconews14.pdf
3）　九州農業試験場ニュース No.79, 2000
4）　農林水産省ホームページ　http://www.maff.go.jp/j/press/kanbo/kankyo/pdf/100723-01.pdf

環境分野	 TOPICS	 Environmental Science

図表 1　飼料の過剰アミノ酸削減のイメージ

参考文献 2） を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 2　飼育豚における窒素量の収支

参考文献3） を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials

トピックス4　熱アシスト記録とビットパターニングによる高密度磁気記録

2010年 7月、Hitachi Global Storage Technologies, Inc.と（株）日立製作所の共同研究グループは、
熱アシスト記録とビットパターニングという2つの技術を組み合わせた高密度記録の原理確認に成功した
と報告した。この技術はハードディスクに用いられている垂直磁気記録の記録密度を 100倍以上に高め
ると期待されているものである。共同研究グループでは、加工技術の改良により100Tb/inch2の記録密
度が達成可能と考えている。

2010 年 7月、Hitachi Global Storage Technologies, 
Inc.と（株）日立製作所の共同研究グループは、熱アシス
ト記録とビットパターニングの 2 つの技術を組み合わせ
た磁気記録の原理確認に成功したと報告した 1）。現在
実用化されている垂直磁気記録は 1Tb/inch2 の記録
密度が限界と言われている。しかし、熱アシスト記録
とビットパターニングの両方の技術を導入することによ
り、その限界を越して 100Tb/inch2 の記録密度が達
成できると考えられてきた。今回の報告は、これらの
技術の原理を実証したものである。

磁気記録密度を高めるためにはビットあたりの記録
面積を小さくする必要があるが、磁性体薄膜上に記録
された磁気情報は記録面積が小さいと安定に保存され
ない。これは近くの磁気どうしが反発して、磁気情報
が自然に変化するのに耐えられなくなるという超常磁性
のためである。磁気安定性を高めるには磁性体の保磁
力を強くすればよいが、磁気記録ヘッドの磁力には限
界があるため、保磁力の強い磁性体には磁気情報の
書き込みが難しくなる。このような問題により、現在用
いられている垂直磁気記録は 1Tb/inch2 程度が限界
と考えられている。

熱アシスト記録では、記録するときだけ磁性体にレ
ーザ光を照射して加熱し、保磁力の強い磁性体の保
磁力を一時的に弱くすることで書き込みの問題を解決
しようとする。これは磁性体の保磁力が温度上昇につ
れて弱くなる性質を利用している。一方、ビットパター
ニングは微細な凹凸を持つ基板上に磁性体を製膜し

（パターンドメディア）、一つ一つの凸部に 1ビットを記
録する方法である。一つのビットが周囲のビットから分
離されているため、磁気的安定性が向上する。また周
囲のビットへの熱伝導が抑えられるため、熱アシスト記
録と組み合わせると効率よくビットの加熱ができる。

共同研究グループは微小な面積にレーザ光のエネル
ギーを集中させるため、プラズモニックアンテナ（図表）

と呼ばれる金属部品を用いた。プラズモニックアンテナ
を用いると、照射した光の電界をアンテナの特定の部
分に集中させることができる。今回の報告ではアンテ
ナ中央のノッチ部に電界を集中させ、さらにノッチ近
傍の磁性体だけに光のエネルギーを伝えることができ
た。研究グループは規則的に整列したビットの形成方
法を新たに開発してパターンドメディアを作製し、実際
に記録してビットごとに記録が行なわれていることを確
認した。

今回の報告の記録密度は 1Tb/inch2 であったが、
これはノッチとビットの大きさで制限されていて、原理
的な限界ではない。研究グループでは加工技術の向上
により、ノッチ部とビットの大きさをさらに小さくするこ
とで、100Tb/inch2 の記録が達成可能と推定している。

参　考
1）　B.C. Stipe et al. “Magnetic recording at 1.5 Pb m-2 using an integrated plasmonic antenna”, Nature Photon., Vol. 4, 

484 （2010）

図表　熱アシスト磁気記録用ヘッドとビットパターニングされ
た記録媒体の模式図

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ものづくり分野	 TOPICS	 Manufacturing

トピックス5　非識字者のためのテキストフリーインターフェース

Microsoft Research India社の Indrani Medhi研究員は、非識字者のためのテキストフリーインター
フェース研究により、2010年 9月、米国で開催された Emerging Technologies Conference at MITに
おいて 2010 Young Innovators Under 35の一人に選ばれた。15歳以上の非識字者は開発途上国を中
心に 7.6億人存在し、テキストフリーインターフェースは非識字者を対象とした製品やサービスを提供する
ための重要な技術と考えられている。Medhi研究員らが開発した就業支援Webシステムでは、インドの
非識字者によるユーザビリティ評価をテキストフリーユーザーインターフェースのデザインに反映した。ま
た、携帯電話を利用した電子マネーサービスにもテキストフリーインターフェースを導入し、インド・ケニア・
南アフリカ・フィリピンの非識字者を対象にユーザビリティ調査を行った。今後、非識字者のためのテキ
ストフリーインターフェースは、医療などの分野への応用も期待されている。

Microsoft Research India 社 の Indrani Medhi 研
究員は、非識字者のためのテキストフリーインターフェ
ースの研究により、2010 年 9 月に米国で開催された
Emerging Technologies Conference at MIT に お い
て 2010 Young Innovators Under 35 の一人に選ばれ
た 1）。この会議では、バイオ・エネルギー・素材・ICT
分野から、社会を変革すると期待される新たな技術を
生み出した 35 歳未満の若手研究者を、毎年 35 名選
定している。

2000 ～ 2004 年の間に、全世界で 15 歳以上の非識
字者数は 7.6 億人とされ、インド（2.7 億人）、中国（7100
万人）、バングラデシュ（4900 万人）、パキスタン（4700
万人）、およびサブサハラ・アフリカに多く分布してい
る 2）。一方で、世界的に ICT 技術の成果が普及し、
非識字者が先進的な ICT サービスを利用できる状況
が現実的になりつつある。ただし、非識字者を想定し
た ICT サービスの提供はこれまでになく、人口増加が
見込まれる開発途上国に提供される製品やサービスに
おいて、今後の重要な技術の一つになると考えられて
いる。

例えば、インドの都市部に居住する非識字者の場合、
雇用主との間に正式な契約がなく、不利な条件での労
働を強いられるという問題が指摘されている。このよう
な状況を改善するために NGO が非識字者の就業を支
援しているが、数名の NGOメンバーだけでは十分な
対応ができない。Medhi 研究員らが開発した Webシ
ステム 3）では、雇用主から提示された労働条件を非識

字者が理解できるようにした。ここで、使用されている
テキストフリーユーザーインターフェースでは、賃金を表
す数字を除き、清掃・洗濯や食事の準備などの作業
内容、時間などをイラストで表示する。そのため、非
識字者でも希望する条件に適合する仕事を選択でき
る。インドのバンガロールに居住する非識字者が協力
したユーザビリティ評価の結果を、テキストフリーユー
ザーインターフェースのデザインに反映している。

また、Medhi 研究員らは、携帯電話を利用した電子
マネーサービスにもテキストフリーユーザーインターフェー
スを導入し、インド・ケニア・南アフリカ・フィリピンの
非識字者を対象としたユーザビリティ調査を行った 4）。
この調査により、メニューの階層構造やスクロール操
作といった一般的なデザインは理解されにくいことを示
し、ユーザーの入力を促す場合には適切な音声ガイド
が有効であることを確認した。

言語に依存せずに内容を直感的に伝える視覚記号と
しては、従来からピクトグラム（例えば非常口のサイン）
があり、ISOとして国際標準化され、公共の施設など
で使用されている。テキストフリーインターフェースでも、
言語の障壁を越えたデザインが要求される点は共通し
ている。しかし、今回のフィールドテストの結果からは、
標準化よりもむしろ地域の文化的な背景を考慮した個
別デザインの重要性が指摘されている。今後、非識字
者向けのテキストフリーインターフェース技術は、医療
などの分野への応用も期待されている。

参　考
1）　Emerging Technology Conference at MIT 2010, http：//www.technologyreview.com/emtech/10/
2）　UNESCO, Education for All Global Monitoring Report 2010
3）　Indrani Medhi and Renee Kuriyan, Text-free UI：Prospects and Challenges for Social Access, Proceeding of the 

9th International Conference on Social Implications of Computers in Developing Countries, 2007
4）　Indrani Medhi, S. N. Nagasena Gautama, and Kentaro Toyama, A Comparison of Mobile Money-Transfer UIs for 

Non-Literate and Semi-Literate Users, Proc. CHI 2009, pp. 1741-1750, 2009
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1   はじめに

科学技術動向研究

電子顕微鏡における収差補正技術開発の
世界的動向と日本の現状

阿部　英司
客員研究官

　学校の理科室にある光学顕微鏡
は、おそらくは誰もが一度は覗い
た経験があるだろう。植物の切片
を拡大し、そこに「小さな部屋（セ
ル：細胞の語源）」を見いだすこと
で、子どもたちは目には見えずと
も小さな世界が存在することを知
る。およそ 300 年以上前、Leeu-
wenhoek は自身で磨き上げたレン
ズを用いて初めての顕微鏡を作製
し、次々と微生物を発見したので
あった。ただし、どれほど精巧に
レンズを磨いても、この顕微鏡で
捉えることのできる小さなものに
は限界が訪れる。可視光を線源と
する光学顕微鏡では、その波長で
あるおよそ 1µm（可視光波長：
380 〜 750nm）が原理的分解能であ
り（図表 11））、これより小さな対象
を捉えることはできない。
　電子が、粒子であると同時に波
としても振る舞うことは、20 世紀
科学のハイライトである量子力学
の発見であった。この電子の波と
しての性質を利用し、量子力学の
恩恵を最も直接的な形で応用展開
した例が電子顕微鏡である。20 世
紀初期に、ドイツの Ruska は世界
で初めての電子顕微鏡を作製し、
光学顕微鏡では越えられなかった
分解能の壁を打ち破った（図表 1）。

その功績により、Ruska は 1986 年
のノーベル物理学賞を受賞してい
る。電子顕微鏡開発の黎明期に、
我が国はいち早く産官学プロジェ
クト（日本学術振興会第 37 小委員
会）を立ち上げ、本分野のその後の
発展を世界的にリードすることに
成功した。1970 年代に OECD（経
済協力開発機構）が公表した「最も
社会に貢献した 100 の技術」に、日
本からは「新幹線」「トランジスター

ラジオ」「ビデオカメラ」「電子顕
微鏡」の 4 つがランクインしてい
る。1980 年以降、日本のメーカー
による電子顕微鏡が生物分子や物
質の原子配列などの高分解能観察
を次々と可能とし、その性能の高
さゆえ世界の主要研究機関にあま
ねく設置されるに至ったのである。
電子顕微鏡開発は日本の科学史に
残る成功を収め、「電顕ニッポン」
は世界中に知れ渡った。

出典：参考文献1）、Copyright ©Macmillan Publishers Ltd.

図表 1　光学顕微鏡から電子顕微鏡にわたる分解能の発展史

添字は開発者あるいはチーム名。括弧内の値は、電子顕微鏡の加速電圧を表す。

Ros s

A m ic i
A bbe

Rus k a(7 5 k V )

B orries an d Rus k a M a rton, 
A rden ne (1 00 k V )

D ietric h (200 k V )

S tuttgart  (1.2 M V )

Zac h, H aide r (1k V  S E M )

Nion
Haid er (200 k V )

TE A M  (3 00 k V ) /  
CRE S T (300 k V )
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2   電子顕微鏡の発展史　―収差補正以前―

2─1
電子顕微鏡の発明

　量子力学は、素粒子である電子
が波としての性質も有することを
我々に教えたが、その運動量と波
長の関係は de Broglie の「物質波」
の概念によって定式化された。こ
れによれば、一定電圧のもと加速
され運動する電子は、可視光を遙
かに凌ぐ波長を有することが直ち
に導かれる。すなわち、電子に作
用するレンズがあれば、極めて高
い分解能の顕微鏡が作製できるこ
とを意味する。ソレノイド（導線を
巻き付けたコイル）磁場による電子
収束効果が、光学系における凸レ
ンズと等価な作用を持つことから、
さっそく電子と磁場レンズの組み
合わせによる「超顕微鏡」の開発が
試みられた。しかし，最初の試作
機の拡大率は 10 〜 20 倍程度であ
り、全く実用的な意味をなさなかっ
た（図表 2）。磁場レンズの性能が
全く追いついていなかったためで
ある。最終的な決定打となったの
は、コイルが発生する磁束をより
効果的に集中させるため、Ruska
が独自に考案した「ポールピース

（図表3）」と呼ばれるパーツであり、
これを挿入した磁場レンズが極め
て優れた電子収束特性（レンズ拡大

特性）を実現した。このポールピー
ス型磁場レンズを 2 段で用いた超
顕微鏡が、1934 年に電子顕微鏡と

して初めて光学顕微鏡の分解能を
越えた。その後、Ruska はシーメ
ンス社において電子顕微鏡の開発

図表 2　ドイツと日本における電子顕微鏡の開発初期史

Busch

Ruska

Borries Ruska . V nm

Elemiskop
V nm

HU-2

JEM-1

Ruska
kV

Ruska
µm

HU-1 HU-2

JEM-1

科学技術動向研究センターにて作成。写真左は参考文献4）より転載、写真右は
（株）日立製作所、日本電子（株）の各社提供

科学技術動向研究センターにて作成

磁場漏れを抑えるため、コイル全体は軟鉄製のヨークで覆われている。コイルが発生した磁
束はポールピースの先端に果的に集約され、電子ビームは短い距離で焦点を結ぶ。

図表 3　ポールピース挿入型磁場レンズの断面模式図

  しかし、20 世紀末、電子顕微鏡
発祥の地であるドイツから再び革
命がもたらされた。電子顕微鏡に
用いる磁場レンズの「球面収差補正
機」が開発され 2）、頭打ちの感が
あった分解能の飛躍的な向上が、
優れたコストパフォーマンスのも
と実現されたのである（図表 1）。
この新技術に対して世界が素早く
反応し、欧米諸国で次々と収差補

正顕微鏡開発プロジェクトが発足
した。特に、本領域において従来
は傍観者であった米国が、政府主
導のもとに前例のない投資を行い、
電子顕微鏡開発・研究のイニシア
ティブをとるべく動き出した 3）。
この予想外の展開に対して、収差
補正機開発初期において我が国は
完全に一歩出遅れてしまった。
　本稿では、電子顕微鏡発展の歴

史を紐解きながら、現在の世界お
よび日本における収差補正電子顕
微鏡の開発動向を概説する。収差
補正技術がもたらした電子顕微鏡
の多様化・多機能化にも触れ、日
本がお家芸の真の奪回に向けてと
るべき長期的展望について私見を
述べたい。
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を続け、1939 年に最初の商用機、
さらに 1954 年には現行機の原型と
なる高分解能型商用機（エレミス
コープⅠ：分解能は約 1nm）まで
へと育て上げた（図表 2）。
　Ruska の成功は、高性能磁場レ
ンズの作製にあった。彼は、電子
顕微鏡開発にあたってそれほど量
子力学（電子＝波）を意識していな
かったとも言われており、とにか
く既存の理論に沿って磁場レンズ
を設計し、独自の技術的工夫によっ
てその性能を高めたのである。300
年以上前に、Leeuwenhoek がひた
すらレンズを磨き上げた姿勢に重
なる。

2─2
日本の躍進―産官学プロジェ

クトの輝かしい成功

　日本の電子顕微鏡の開発は、
1939 年、瀬藤（東大）を委員長とす
る日本学術振興会第 37 小委員会

（以下、学振 37 小委員会）の発足に
始まる 5）。この委員会には、電子
工学・物理・化学・医学等の広い
学問分野から学者・研究者が集結
するとともに、東京芝浦電気（株）（現
在の（株）東芝）、（株）日立製作所、（株）
島津製作所、日本電気（株）等のメー
カーの技術者も多数加わり、産官
学一体となって国産電子顕微鏡の
開発を目指した。委員会運営には、
大学、競合企業を問わず、得られ
たデータは全て公表するという非
常にオープンな方針が採られた。
また、当時は第二次世界大戦に突
入した時期でもあり、ドイツで開
発された最新の電子顕微鏡を輸入
することが出来なかったため、そ
れがかえって独自の開発を促すよ
い結果へとつながったとも言われ
ている。これらの状況がうまくプ
ラスに作用し、電子顕微鏡開発は
日本の科学史に残る成功を収めた
のである。世界の情報が溢れ、研

究の秘密主義が強くなった現在で
は、同様の状況を実現させること
は難しいかもしれない。皮肉なこ
とである。
　学振 37 小委員会の中心メンバー
であった笠井（電気試験所（現：（独）
産業技術総合研究所））は、電子顕
微鏡の黎明期に、目的は違えども
全く同様の装置である陰極線（電子
線）オシログラフを作製していた

（図表 2）。電子顕微鏡開発の重要
性にいち早く気づいた彼は、（株）日
立製作所へと異動し、すぐさま最
初の試作機（HU―1）と、国産初の
商用機（HU―2）の開発へと結びつ
けた。ドイツよりおよそ 10 年遅れ
て電子顕微鏡開発に着手した日本
であったが、委員会発足からわず
か数年で世界トップに比肩する装
置開発を成し遂げたのである。成
功要因には、①すでに電子光学基
盤技術があったこと、②産官学間
で常に互いの最新データを共有し、
委員会が高いレベルで実質的な機
能をしたこと、などがあろう。戦
後の復興期に入ると、風戸らによっ
て電子顕微鏡製作を主幹事業とす
る日本電子工学研究所（現在の日本
電子（株））が設立された。同社の商
用一号機（JEM―1）は、顕微鏡とし
てだけではなく、電子回折測定装
置としての機能も有しており、現
在の多機能電子顕微鏡の先駆けと
なった。ちなみに、50 年代後半ま
では東芝社も独自路線（静電レン
ズ）での電子顕微鏡開発を進めてい
たが、後に撤退した。その理由と
しては、静電レンズ性能の限界な
どの技術的な問題もあろうが、戦
後急激に成長した半導体等の他分
野へと技術者を振り分けなければ
いけないという、大会社ゆえの判
断が大きかったものと思われる。
同様の理由で、電子顕微鏡産みの
親であるドイツのシーメンス社も、
現在ではその製造を行っていない。
　初期開発以降、電子顕微鏡はユー
ザーの要望に応じてより高性能・
高分解能化への道を歩む。学振 37

小委員会を通して、総合的に高い
レベルでの基盤技術を築きあげた
日本企業のこの間の躍進は目覚ま
しく、日立社、日本電子社に代表
されるメーカーの日本製電子顕微
鏡が、世界の市場を日の出の勢い
で制していった。1966 年に京都に
て国際電子顕微鏡学会が開かれた
頃には、国内で生産された電子顕
微鏡はすでに 2500 台以上にのぼ
り、その半数以上が海外へと輸出
されていたらしい 5）。当時の電子
顕微鏡開発は、日本のお家芸と言
われる域にまで発展していた。
1970 年以降、電子顕微鏡の分解能
はさらに進歩を遂げ、生物分子や
物質中の原子までをも捉えるに
至った。
　この期間における高分解能化へ
の主流技術は、電子を加速する電
圧を高くし、すなわち電子運動量
を増加させ、波長を短くすること
で分解能を向上させようとするも
のであった。日本が、その高い技
術力を持って開発した高圧から超
高圧電子顕微鏡（加速電圧 400 〜
1250kV）は、1990 年に入るとほぼ
0.1nm に迫る最高分解能を達成し

写真：東京大学大学院工学系研究科
提供

図表 4　日本電子製の超高圧電子顕微
鏡（加速電圧 125 万ボルト）

図表 1において、収差補正以前に世界最
高分解能を達成した装置と同型機。
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（図表 1）、世界各地の主要研究機 関にフラッグシップ機（図表 4）と して多数設置された。

3   収差補正電子顕微鏡の登場

　超高圧機の開発により、1990 年
頃 に は 電 子 顕 微 鏡 の 分 解 能 は
0.1nm にまで至った。ここで図表 1
に目を戻すと、1990 年代に分解能
の伸びがこの 0.1nm あたりで頭打
ちになっていたことに気づく。過
去に、光学顕微鏡の分解能が 1µm
程度に留まったのは、前述のよう
に可視光波長による原理的限界で
あった。物質波の概念に基づき、
125 万ボルトで加速された電子の
波長を見積もると、1pm（ピコメー
ター：10―12m）のオーダーにまで達
していることが導かれる。すなわ
ち、0.1nm という値は、原理的分
解能からまだ 2 〜 3 桁もかけ離れ
ていたのである。当時の電子顕微
鏡の分解能は、磁場レンズの大き
な球面収差によって著しく制限さ
れており、その解決は電子顕微鏡
研究者の長年にわたる悲願だった。
本章では、1990 年代後半に 0.1nm
の壁を越える飛躍的な分解能向上
をもたらした磁場レンズ収差補正
機の原理と、その開発に至る経緯
を述べる。

3─1
球面収差とは

　波長オーダーの原理的分解能へ
と近づくためには、レンズが取り
込める入射波の範囲を十分に大き
くする必要がある（回折限界による
分解能∝波長／レンズ開口）。しか
しながら、凸レンズの端側を通過
する波は、焦点面における理想収
束位置からのずれが大きくなるた
め（図表 5 左）、取り込むことので
きる範囲は制限されてしまう。こ
のずれをもたらすのが、レンズの

球面収差である。
球面収差（Cs）の影
響 は レ ン ズ の 端
側、すなわち大き
な収束角αで伝播
される波ほど顕著
となり、その理想
収束点からのずれ
は Csα3 に比例す
ることが知られて
いる（光学では、球
面収差は 3 次の収
差と定義される）。
一 般 の 光 学 系 で
は、凹レンズと組
み合わせることによって球面収差
は補正される（図表 5 右）。電子顕
微鏡に用いる磁場レンズも凹レン
ズで補正できればよいのだが、電
子入射軸に対して回転対称である
磁場レンズ（図表 3 参照）では、基
本的に凸レンズ作用しか得られな
いのである。近年実用化された収
差補正技術では、非軸対称な多極
子レンズを用いて凹レンズ作用を
発生させるのだが、その基礎理論
1940 年代から与えられていた。

3─2
多極子レンズによる

収差補正機開発

　電子顕微鏡が未だ開発初期段階
にあった 1940 年後半に、ダルム
シュタット工科大学（独）の物理学者
Scherzer は遙か先を見越した研究
を次々と展開していた。例えば今
日「Scherzer 条件」として知られる、
電子顕微鏡で原子配列を映し出す
ための理論的光学条件は、装置性
能がそのレベルに達するずっと以

前 6）に提案されていた。彼はレン
ズ特性に関しても早い時期から卓
見しており、軸（回転）対称な磁場
レンズでは負の収差（凹レンズ効
果）を発生することができないこと
を理論的に示すとともに、多極子
レンズを多段に組み合わせること
によって球面収差補正が可能とな
ることを初めて提案した。多極子
レンズとは、平面内に配置された
複数の磁極によって構成される非
軸対称な構造を持つレンズであり、
磁極の数によって 4 極子、6 極子、
8 極子等がある。多極子レンズを
用いた収差補正法は、Scherzer の
アイデアを土台とする 4 極子―8 極
子の組み合わせ方式と、フランス
国立科学研究センター（CNRS）の
Hawkes の提案から始まった 6 極
子方式とに大別できる。それらお
およその発展史を図表 6 にまとめ
た。以下、4 極子― 8 極子型、6 極
子型それぞれの原理を簡潔に述べ
る。より技術的な詳細は、参考文
献を参照頂きたい 7 ～ 9）。

科学技術動向研究センターにて作成

図表 5　凸レンズの球面収差と、凹凸レンズの組み合わ
せによる補正の模式図

α
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3-2-1　 4極子―8極子レンズ
による収差補正

　多極子レンズを通過する電子
ビームは、レンズを構成する磁極
ペアの数で決まる対称性に従って、
軸中心から発散および収束のそれ
ぞれの方向に偏向される。一例と
して、図表 7 に 4 極子レンズによ
る電子ビーム形状変形の模式図を
示す。8 極子場においては、凹レ
ンズ作用である発散方向（図表 8）
への偏向が生み出す収差は、球面
収差と同じ 3 次のα依存性を持つ
ため、この方向に対しては収差補
正が可能となる。補正方向の制御
は、多極子レンズにおける偏向力
が磁極近傍で強く作用し、中心へ
近づくほど弱くなるという特性を
利用する。具体的には、まず 4 極
子場で X 方向へのみ強くビームを
絞り込み、伸びた Y 方向を 8 極子
場の発散方向に対応させ通過させ
ることで、Y 方向の収差が補正さ
れることになる。これを極性が反
転した 4 極子レンズを通せば、再
び円状のビーム（Y 方向のみ収差補
正済み）へ戻る。引き続いて、同様
の収差補正作用を X 方向に対して
も行えば、全体の球面収差が補正
できることになる。これら一連の
流れを、図表 8 に模式的に示した。
　収差補正機は、複数のレンズか
ら構成される複雑な構造を持つこ

科学技術動向研究センターにて作成

図表 6　多極子レンズによる収差補正技術開発史
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図表 7　非軸対称 4極子レンズによる
入射電子ビームの偏向効果

科学技術動向研究センターにて作成

図表 8　4極子、8極子レンズの発散・収束作用、および 4段 4極子－3段 8極子
多段レンズ構成による収差補正効果の模式図
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とが一目瞭然であろう。多段レン
ズにより、入射ビームを歪ませて
は元に戻す、といった過程を複数
回繰り返し、ようやく球面収差は
補正される。その際、多段レンズ
の各磁極一つ一つを相関させなが
ら、極めて高い精度で制御しなけ
ればならない。それまでの電子顕
微鏡が、基本的には一つのレンズ

（図表 3）のみを制御・調整すれば
よかったことを思えば、収差補正
レンズが要求する制御レベルは極
めて複雑かつ高度である。1970 年
代の初め、粒子ビーム制御の分野
ですでに際だった成果を挙げてい
たイリノイ大学（米）の Crewe によ
る収差補正機は、設計上の装置性
能は十分であったが、実際の分解
能改善は果たせなかった。補正機
を構成する磁極材料の不均一性に
起因する多極子作用の不具合や、
複数レンズを同時に微調整する手
段が十分に確立されていなかった
等、当時の技術的未熟さが主要因
であった。
　これら基盤技術にその後の進展
がもたらされ、次節に述べる Rose
―Haider 型補正機の成功に続いて、
1999 年に 4―8 極子型収差補正機は
ケンブリッジ学派の流れをくむ
Krivanek らにより実用化された 10）。
彼らは、現在ではさらに高次収差（5
次の球面収差）も補正する高分解能
補正機を開発するまでに至ってい
る 11）。なお 4―8 極子型補正機は、
試料上へ電子ビームを収束する作
用のみに働くため、試料透過後の
電子波面の収差補正を必要とする
透過型電子顕微鏡法（TEM）に用い
ることは出来ない。この原理的制
限もあり、4―8 極子型補正機は制
御が比較的優しい低加速走査型電
子顕微鏡（SEM：加速電圧 1kV）に
てまずは実現された 12）という経緯
がある（1994 年：図表 1）。

3-2-2　 6極子レンズによる 
収差補正

　6 極子レンズでは、前述の 4―8

極子構成とは異なり、相対する磁
極に異なる極性が配置される（図表
9 左上）。すなわち、光軸を挟んで
両極側近傍を通過する電子は、そ
れぞれ同一方向への偏向を受ける
ことになる。前節で述べたように、
多極子レンズにおける偏向作用の
強さは、磁極へ近づくほど強く、
また中心へ向かうほど弱くなる。
図表 9 上の模式図において、光軸
より遠ざかる力を受ける A 入射の
電子は、6 極子場を通過中にその
偏向力が次第に増していく一方、
光軸へ向かう B 入射の電子が受け
る偏向力は次第に減少していく。
これらの作用は総じて、光軸から
離れる方向へと働く凹レンズの効
果を生み出す。この発散偏向のα
に対する依存性が 3 次であるため、
球面収差補正が可能になるという
仕組みである。6 極子レンズはそ
の特性上、4―8 極子のような特定
方向へのビーム変形過程（図表 7）
を必要としない利点があるが、極
めて大きな 3 回非点収差（αに対す
る 2 次の収差）を生じ、ビーム形状

を 3 角形へと歪ませてしまうとい
う致命的欠点がある（図表 9 右上）。
それゆえ 6 極子場は、種々の理論
的試みはあったものの、実現は無
理であろうとの認識が主流を占め
つつあった。しかし、Scherzer の
研究室を引き継いだ Rose が「転送
レンズ（transfer― lens）の挿入」とい
う見事な解決策を着想し 13）、一気
に実用化へとつなげたのである。
　図表 9 下に、Rose 型 6 極子補正
系の構成を示す。互いに反対称な
磁極配列となるように 2 つの 6 極
子レンズが配置され、最初の 6 極
子Ⅰで発生した 3 回非点収差を次
の 6 極子Ⅱで打ち消せるように
なっている。この働きを可能にす
るのが、収差補正を行うべき対物
レンズの後焦点面を、それぞれの
6 極子レンズの光学的主面へと逐
次伝達する転送レンズである。こ
の転送レンズの見事なアシストを
含めた一連の動作により、6 極子
型は 3 次の球面収差補正を成し遂
げる。Rose 型補正機は、最終的に
彼の学生であった Haider が設立し

科学技術動向研究センターにて作成

図表 9　6極子レンズの発散・収束作用、および 6極子－転送レンズ多段構成に
よるRose-Haider 型収差補正機の模式図
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た CEOS 社 14）により実機開発がな
され、1995 年、収差補正による電
子顕微鏡分解能向上を世界で初め
て実現するに至った 2）。6 極子型
補正機は、電子ビーム収束タイプ

（STEM）と試料透過波補正タイプ
（TEM）のいずれの電子顕微鏡にも
用いることができることから、現
在の主流補正機となっている。

3─3
収差補正開発の鍵

―なぜ日本でできなかったの
か？

　その原理の提唱からおよそ 50 年
の歳月を経て、20 世紀末に多極子
レンズ収差補正技術は実現に至っ
た。理論はあっても技術の未成熟
さが実機開発を阻む、といった状
況はいずれの領域にでも数多例は
あろう。電子顕微鏡は日本が最も
進んだ基盤技術を有していたので
あれば、収差補正技術を最初に開
発できたはずではないか、といぶか
しむ声が上がるのも無理はない。以
下、収差補正技術開発の鍵となった
要因や背景をいくつか挙げてみる。

1）自動制御ソフトウェアの開発
　極めて高精度な制御が要求され
る多極子多段レンズ群を自動的に
光学チューニングするソフトウェ
アの開発が、商用機実現の最終的
な鍵であった。この点、コンピュー

ターの計算能力が急激な成長をな
し遂げた昨今の状況が、収差補正
機開発を強力に後押ししたことは
特筆すべき時代背景である。日本
のメーカーは概してハード（装置本
体）至上主義であり、ソフト開発を
軽んずる傾向にあったことが裏目
に出たと考えられる。

2）ベンチャー型の起業
　収差補正機開発社である CEOS
社（独）や Nion 社（米）15）は、いずれ
も個人の発想を小規模な人員構成
で展開するベンチャー企業であっ
た。Nion 社の技術者の殆どは博士
号取得者であり、個々の高い専門
能力が技術開発を根本から支えて
いる。博士取得者がむしろ日本企
業から敬遠されがちな現状も含め
て、我が国におけるベンチャー起
業の難しさが収差補正機開発を阻
んだ一因とも指摘できる。

3）基礎研究と人材
　前述のように、英国やドイツを
中心とする収差補正機開発は、大
学での数世代にわたる基礎研究が
実を結んだ結果である。実用化へ
決定的なアイデアとなった Rose の
転送レンズは、Ruska のポールピー
スに匹敵する大きなブレークス
ルーであった。過去 50 年間を振り
返ると、日本においても電子光学・
収差補正に関する基礎研究として
一部に萌芽的な試み、例えば岡山
による SEM（30kV）用補正機 16）、
志水・高井ら大阪大グループによ

る変調結像型収差補正 17）などが
あった。しかし、現在の主流となっ
た高エネルギービーム用多極子補
正機に関する継続的研究は大学等
でなされておらず、収差補正機実
現の最終的な発想を生み出すため
の土壌は極めて乏しかったと言わ
ざるをえない。

　上記 1）、2）はしばしば日本の企
業・産業体質に照らして議論され
ることであり、収差補正機開発に
出遅れた原因の一部となったかも
しれないが、筆者はおそらく直接
的な主因ではないと考えている。
技術的なブレークスルーをもたら
した Rose の転送レンズは、電子光
学に携わる者にとってはまさに「コ
ロンブスの卵」の着想である。この
アイデアは、地に足を着け、継続
的な基礎研究を怠らなかったドイ
ツにおいてこそ生まれ得たのだと
考える関係者は、筆者だけではあ
るまい。収差補正技術は、ある日
突然に現れたものでは決してない。
収差補正理論は頭の片隅にあり、
かつ潜在的な開発能力は十分に有
していたものの、その技術実現は
困難、もしくはかなり先のことで
あると決めてかかっていた日本の
研究者・技術者では実機開発に至
れるはずもなかろう。長きにわた
り、電子顕微鏡の世界市場で「一人
勝ち」状態であった当時の日本の関
係者が失っていたのは、学振 37 小
委員会時代の挑戦心と情熱であっ
たかもしれない。

4   収差補正顕微鏡の世界的展開（2000 年〜）

　2000 年の米国によるナノテクノ
ロジー・イニシアチブの提唱以降、
ナノテク研究必須ツールである電
子顕微鏡は存在力を高めていた。
その最中での、収差補正機の登場
は世界の注目を大いに集めること
となった。前世代の高加速電圧に

頼る高分解能化は、結果として非
常に高いエネルギーを持つ電子
ビームを用いるため、観察中の試
料損傷が激しく、半導体やバイオ
系試料への適用が著しく制限され
てしまっていた。レンズ収差補正
によれば、比較的低い加速電圧、

すなわち低エネルギーでも従来を
遙かに凌ぐ分解能を得ることがで
き、電子顕微鏡の観察対象範囲を
飛躍的に拡大できる。その重要性
に世界がいち早く反応し、欧米諸
国に次々と収差補正顕微鏡関連プ
ロジェクトが発足した。
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4─1
世界の収差補正

プロジェクト動向

　図表 10 に、世界各国で展開され
た収差補正電子顕微鏡の主要プロ
ジェクトをまとめた。以下、それ
ぞれを簡潔に概説する。
・SuperSTEM（英）
　英国は、原理・開発を先導して
きた収束電子ビームを走査するタ
イプの透過電子顕微鏡法（STEM）
に特化し、その高性能化を目的と
して SuperSTEM プロジェクトを
進めている 18）。収差補正レンズに
より、0.1nm 以下にまで絞り込ん
だ高輝度・高干渉電子ビームを用
いることから、近年その進化が著
し い 放 射 光 施 設 と 対 比 し て“A 
Synchrotron in a Microscope（顕微
鏡でのシンクロトロン）”と銘打っ
ている。SuperSTEM は世界でも
いち早くスタートした収差補正関

連プロジェクトのひとつである。
・TEAM（米）
　2000 年、米国はエネルギー省

（DOE）主導のもと“TEAM”（Trans-
mission Electron Aberration ― 
corrected Microscope）プロジェク
トを立ち上げ、主要国立研究所に
収差補正電子顕微鏡を設置しつつ、
装置開発でもイニシアティブをと
るべく動き出した 3）。実態として
は、FEI 社や米国内に拠点を持つ
日本電子社、日立社等のメーカー
との連携を密にし、最新装置を随
時導入していくスタイルをとった。
TEAM プロジェクトは、特に FEI
社の躍進の源となった。
・SATEM／SESAM（独）
　ドイツでは 2000 年前後より、収
差補正機を開発した CEOS 社と国
策会社である LEO 社を中心とし
て、高分解能電子顕微鏡の開発を
目指した SATEM（Sub―Ångstrom
―TEM）、および分光測定の高分解
能化も併せて行う SESAM（Sub―
Electronvolt and Sub ― Ångstrom 
Microscope）の 2 つのプロジェクト

が発足した。
・ESTEEM（欧州連合）
　米国の TEAM に対抗すべく、
2006 年 に EU 連 合 も“ESTEEM”

（Enabling Science and Technology 
for European Electron Microsco-
py）を立ち上げ、EU 諸国間の連携
と要素技術開発に着手した 19）。そ
のプロジェクト名が示すように、
単に装置技術開発に留まらず、そ
こから新しいサイエンス展開を生
み出すことを主目的としている。
そのため、研究者ネットワークの
構築を重視している。
　収差補正機実現に伴う世界規模
での電子顕微鏡プロジェクト展開
のなかでも、従来はその開発に傍
観者であった米国が前例のない投
資を行い、当該分野へ本格的に参
入してきたことは日本の関係者に
少なからぬ衝撃をもたらした。上
述のように、米国 TEAM プロジェ
クトの背景にはナノテクノロジー・
イニシアチブの立ち上げがある。
時のクリントン大統領によるナノ
テク提唱の際に引用された、ファ

科学技術動向研究センターにて作成

図表 10　世界の主な収差補正電子顕微鏡プロジェクト
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インマン博士の有名な 1959 年の講
演“Plenty of room at the bottom”20）

中には電子顕微鏡の重要性も明確
に指摘されており、これが TEAM
のきっかけとなったことは想像に
難くない。
　一台の設置費が数 10 億円かかっ
ていた超高圧電子顕微鏡と比べれ
ば、収差補正顕微鏡は 3 〜 6 億円
程度であり、格段にコストパフォー
マンスに優れている。それゆえ、
国主導型プロジェクトであるにも
かかわらずその費用はいずれも 20
億円前後と比較的少額規模であり、
総じて優れた対投資効果が期待さ
れた。こうした需要熱の高まりの
もと、収差補正機導入に素早い対
応をした FEI 社の電子顕微鏡の基
盤技術・生産性が急激に高まり、
日本メーカーの独擅場であった世
界市場を大きく再編していった。
　FEI 社は、総合電機メーカーで
あるフィリップス社（オランダ）の
電子顕微鏡部門が切り離された際、
イオンビームを扱っていた米国企
業の FEI 社を買収することで、技
術者たちがフィリップス社から独
立したという経緯を持つ。前フィ
リップス時代は汎用性重視の電子
顕微鏡開発との印象が強く、日本
メーカーを大きく凌駕する高性能
機に本格的に着手することはな
かった。しかし大会社の足かせが
外れたことで、FEI 社の技術者た

ちは思う存分、高性能を追求する
収差補正顕微鏡を作る機会を得た。
ここでもベンチャーマインドが良
い方向に働いたと言える。こうし
て生まれた“TITAN”（図表 11）と
名付けられた同社のフラッグシッ
プ機は世界から極めて高い賞賛を
受け、TEAM プロジェクトの中核
をなす機種になるとともに、日本
製の電子顕微鏡に替わって世界の
主要研究機関に次々と設置されて
いった。

4─2
日本における収差補正 

顕微鏡開発（2004 年〜）

　米国 TEAM プロジェクトの後
ろ盾もあり FEI 社が目覚ましく躍
進する傍ら、日本メーカーは収差
補正機導入初期の流れに完全に乗
り遅れた。FEI 社が TITAN の開
発には箝口令を敷き、研究開発を
秘密裏に進め情報公開を制限して
いたという経緯もある。FEI 社の
旋風は海外のみならず、日本国内
の顕微鏡ユーザーの中核をなす研
究機関、例えば東北大学金属材料
研究所、（独）物質・材料研究機構、
JFE スチール（株）や新日本製鐵（株）
の解析研究所などまでもが、次世
代先端機として TITAN を導入す
るに至り、日本のメーカーも事の
深刻さを強く認識した。しかしあ
る意味、この「黒船」の襲来は国内
の緊張感を高め、再び世界トップ
を目指そうとする気概を生み出す
効果をもたらしたとも言える。や
や出遅れたものの、その傷が深ま
る前に、我が国においても収差補
正機開発の個別プロジェクトが直
ちに（独）科学技術振興機構（JST）の
支援のもと開始された（図表 10）。
もともと高い基盤技術を有してい
た日本電子社は、短期間のうち立
て続けに独自の収差補正装置を作
製し、すぐさま分解能競争の先頭

へと躍り出ることに成功した 21）。
図表 1 に、現時点における世界最
高分解能を表す CREST と示され
た点は、この JST 支援の成果であ
る。
　JST の 戦 略 的 創 造 推 進 事 業

（CREST）の成果としてさらに特筆
すべきは、既存技術の模倣にとど
まらず、独自のアイデアを盛り込
んだ新しいタイプの収差補正レン
ズ開発を遂げたことである 22）。原
理的には転送レンズを用いる Rose
方式をベースとするが、従来の 2
段にもう 1 段加えた 3 段の 6 極子
レンズ構成とし、これらを絶妙な
回転角で配置することによって 6
回対称の非点収差を打ち消せるこ
とを見いだしたのである（図表 6 の
2009 年に記載）。収差補正レンズ
特性を一段と改善するこのアイデ
アは、世界的にも非常に高い評価
を受けており、電顕ニッポンの基
礎技術力の高さを改めて内外へア
ピールすることとなった。また、
現在 CREST では次に補正すべき
レンズの色収差に関しても技術開
発が進行中であり、同技術の開発 23）

を進める CEOS 社の後塵を再び拝
することのないよう、研究開発が
進められている。
　日本国内プロジェクトの成果と
して、高性能収差補正顕微鏡の開
発は成功を収め、初期の出遅れは
十分に取り戻したと言える。しか
しながら冷静に収差補正顕微鏡
フィーバーを顧みれば、FEI 社に
しても収差補正レンズそのものは
100%CEOS 社に依存しており、こ
の現状は日本メーカーの主たる商
用機にもあてはまる。すなわち、
いまだ CEOS 社が全体のキャス
ティングボートを握っていること
を忘れてはならない。次章に述べ
るように、電子顕微鏡の高性能化・
多機能化に伴い、顕微鏡本体より
もその周辺・付属装置の重要性が
増すという傾向が、より一層強く
なってきている。

出典：FEI 社提供

図表 11　FEI 社の収差補正電子顕微鏡
TITAN（加速電圧 300kV）
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5   今後の展開 — 最先端電子顕微鏡の多機能化・目的特化

　現代の電子顕微鏡は、単に拡大
して原子を見るためだけの装置で
はない 24）。計測の 3 大基本である
Diffractometry（ 回 折 法 ）、 Spec-
troscopy（分光法）および Micros-
copy（顕微鏡法）といった一連の測
定を、試料中の微小同一領域につ
いて行うことができる総合的計測
装置である 25）（図表 12）。SPring―
8 に代表される現代の放射光施設
が、測定目的や対象試料に特化し
てビームラインを持つのと同様に、
最先端電子顕微鏡も特定手法に主
眼を置き、目的性能を最大限引き
出すための装置設計を行う機会が
増えている。これを踏まえた今後
の電子顕微鏡展開を、技術開発と
基礎・応用研究のそれぞれの側面
から述べてみたい。

5─1
周辺機器を含めた技術展開

　前節で触れたように、収差補正
レンズの登場は、それまでは顕微
鏡本体に含まれるべきパーツで
あったレンズの一部分が周辺装置
となり、顕微鏡本体よりも付属装
置の重要性が増すという主従逆転
の構図をもたらした。この兆候は、
実は収差補正機登場の以前より芽
生えていた。例えば、特性 X 線や
電子エネルギーの分光器は今に至
るまで、専門のメーカーが電子顕
微鏡メーカーに提供する周辺装置
である。それゆえ、分光性能を重
視するユーザーにとって、顕微鏡
本体の選択は二の次となっていた。
分光器の殆どは海外メーカー製で
あるため、国内電子顕微鏡メーカー
はここでも主導権を握られつつ
あった。米国 Gatan 社は、世界の
マーケットをほぼ独占する電子エ

ネルギー分光器メーカーであるが、
収差補正レンズの出現と同期して
次々と高性能機へとバージョン
アップし、一定量の世界ユーザー
を常に確保し続けている。現在は、

「顕微鏡本体は副次的」という状況
がより一層顕在化しつつあるが、
米国 FEI 社は CEOS 社や Gatan 社
との連携を密にすることで、現在
の成長を遂げている。
　収差補正機の登場と、付随する
周辺装置の高性能化も相まって、
電子顕微鏡本体はより一層の高度
化を迫られている。国内メーカー
がとるべき道は①顕微鏡本体性能
の一層の向上を図る、と同時に、
②独自の高性能分光器開発にも着
手する、の2点となろう。これらは、
2006年より文部科学省が始めた「次
世代の電子顕微鏡要素技術の開発」
プロジェクトによって対応が図ら
れている。その採択テーマ中には、
電子銃や記録媒体といった要素基
盤技術に加えて、国内独自の特性
X 線高分解能分光器の開発も含ま

れており、順調に成果を挙げつつ
ある。しかし、一度のプロジェク
トでは、周辺機器も含め多種多様
に展開する電子顕微鏡法の全て（図
表 12）を網羅しきれないことを考
えると、今後も継続的な対応が必
須であろう。特に、最重要手法の
一つである電子エネルギー分光器
の商用機開発までを見越したプロ
ジェクトが行われていない。今現
在で高いポテンシャルを有する
Gatan 社に無理に対抗し関係を損
ねる必要は全くないが、中長期的
には、部分的にせよ国内機器開発
に着手すべきであろう。
　収差補正機の効果は、単に最高
到達分解能を上げるのみに留まら
なかった。まず、その場観察（in―
situ observation）の可能性がより一
段と拡大した。対物レンズはその
構造上において、レンズ内部に試
料を設置する（図表 2）のだが、従
来はこの試料スペースを極小化し
犠牲とすることで、球面収差をで
きるだけ小さく抑えて原子分解能

科学技術動向研究センターにて作成

図表 12　先端電子顕微鏡法の多様化・多機能化への展開

Spectroscopy
• EDX
• X XES
• EELS

Microscopy
•
•
•
•
•

TEM :

STEM :

• CBED
•
•

In-situ observation
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•
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を実現していた。収差補正後は、
原子分解能を維持したまま、この
試料スペースを数 cm オーダー（以
前は数 mm オーダーであった）ま
で拡充した設計が可能となった。
それゆえ、収差補正以前は挿入が
困難であった、複雑形状をもつよ
うなその場観察用の試料ホルダー
の使用が可能となっている。最近
の際だった試みとしては、国内外
を含めて、触媒作用のガス雰囲気
その場観察に特化した顕微鏡・ホ
ルダー設計に関する個別プロジェ
クトが立ち上がっており、「環境・
雰囲気制御型電子顕微鏡」という技
術領域を形成しつつある。
　もう一つの大きな流れは、従来
の透過型電子顕微鏡を大幅に低加
速電圧化した状態での高分解能観
察を実現し、従来の 100 〜 200kV
機でも試料損傷が顕著であった有
機ソフト・バイオ系試料の原子像
観察の道を拓こうとするものであ
る。Nion 社はごく最近、60kV 電
子顕微鏡の開発により、ボロンと
窒素からなる原子一枚シート物質

（炭素におけるグラフェンと相似の
構造）の原子識別解析に成功し、
Nature 誌の表紙を飾る大きなイン
パクトを与えている 26）。日本でも、
CREST により開発された（独）産業
技術総合研究所の 30 〜 60kV 電子
顕微鏡がカーボン材料の詳細解析 27）

を行っており、この研究領域では
世界の先陣を走っている。
　ここで超高圧電子顕微鏡にも触
れておく。従来に比べてその守備
範囲が狭まったとはいえ、超高圧
仕様でしかできない観察法がある
ことは疑いの余地がない。例えば、
無機系・生物系ともバルクに近い
状態の厚い試料の観察、種々の計
測法の加速電圧依存性の物理、等々
がある。超高圧電子顕微鏡は、日
本が長きにわたり築き上げた世界
に誇る技術であり、その継承の観
点からも、収差補正ができたから
といってこれらを直ちにゼロとす
べきではないだろう。現在、主要

大学・研究機関の超高圧電子顕微
鏡拠点において、順次、目的特化
型の設計に基づく装置の更新が進
められている。
　本稿では全ての技術を紹介しき
れないが、上記のように、収差補
正後の先端電子顕微鏡の多機能化
および多様化の流れは世界で急速
に進展している。研究者や技術者
は常にアンテナを張り、世界の流
れに遅れることなく、独自のアイ
デアを生み出す機会を常にうかが
うべき重要な時期である。今後の
装置開発で強く留意しておかねば
いけない点は、既存技術集積で平
均点に優れた「万能型」商用機もさ
ることながら、観察対象・目的に
特化した「オンリーワン型」の顕微
鏡設計も肝要であるということで
ある。特に研究者は、後者にこそ
独自アイデアを盛り込んで世界を
リードしなければいけない。

5─2
収差補正顕微鏡による

基礎・応用研究展開

　科学史において、計測性能の飛
躍的向上は、しばしば新たな科学
的知見をもたらしてきた。収差補
正レンズ開発から十数年が経ち、
その技術がほぼ確立した現時点の
世界動向は、高性能化・多機能化
した最先端電子顕微鏡を用いてい
かにしてナノ・バイオ研究の新展
開を図るか、というフェーズへと
移行している。EU 連合の ESTEEM
は、この視点からのプロジェクト
となっていることは前述の通りで
ある。米国 TEAM プロジェクト
も 2010 年で役目を終えた後、現在
は共同利用ネットワークを拡充す
ることに主眼が移され、顕微鏡ユー
ザーの裾野拡大を目指している。
この流れは、電子顕微鏡の収差補
正技術が「目的特化した専門性の高
いユーザー」の要求に応えただけで

なく、「汎用性向上による一般ユー
ザー層の拡大」という効果をもたら
していることを意味する。我が国
もお家芸の真の復興という意味で、
この機を逃すことなくナノテク分
野やバイオ分野へと広く応用展開
する機会を設けると同時に、専門
家によるしっかりとした基礎固め
を図ることが肝要と考えられる。

5-2-1　 応用展開：ユーザー層
裾野の拡大

　収差補正電子顕微鏡では、その
光学的調整はコンピューターによ
る自動方式であり、従来の原子像
観察に求められた職人的技術はも
はや必要とされない。その結果、
専門家でなくとも技術的には電子
顕微鏡の操作が容易となった。ま
た、収差補正による電子ビーム輝
度の 1 〜 2 桁の向上による分析効
率の大幅な改善は、従来は一日仕
事であった測定が数分〜数時間程
度で行えるという大きな時間的メ
リットももたらした。これらの効
果に代表されるように、収差補正
技術はそれまで専門家限定であっ
た高性能電子顕微鏡を、より一般
的な分析装置として広めることを
助けた。汎用性を重視する企業研
究所が、大学や国立研究所に先行
して収差補正顕微鏡の導入を進め
ていったのは、特筆すべき出来事
である。汎用装置として成熟し、
ユーザー裾野が拡がることは、従
来は使用機会が殆ど無かった様々
な研究分野においても、先端電子
顕微鏡で解析するケースが増える
ことを意味する。すなわち、いず
れの分野の研究者でも新たな発見
に出会える可能性が格段に増す。
ナノテク材料の代名詞であるカー
ボンナノチューブも、飯島博士が
常に電子顕微鏡に近い環境であっ
たからこそ発見されたことが思い
起こされる。日本における共同利
用システムとしては、収差補正機
以前より始められていた文部科学
省の「ナノテクノロジー総合支援プ
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ロジェクト（通称ナノ支援）」28）が継
続されており、現在も収差補正顕
微鏡の利用機会を促進している。
また、最近では民間の依頼分析に
も収差補正顕微鏡の環境が整いつ
つある。

5-2-2　 基礎研究：専門家ネット
ワークの構築

　収差補正開発後、多機能・多様
化へ広く展開した電子顕微鏡を最
大限活用し、新たな発見の機会を
促進するためには、それぞれの専
門領域における基礎的理解をより
一層深めることが最重要課題とな
る。例えば、収差補正レンズを用
いれば今や電子ビームを 50pm 以
下の領域にまで絞り込むことが可
能であり、ほぼ量子力学の限界に
迫る状態にある。このような極微
小ビームを入射した際、電子は試
料中をどのように伝播していくの
であろうか？　試料内での弾性散
乱、非弾性散乱や、特性Ｘ線の発
光などは従来の電子散乱理論の延
長で理解できるのだろうか？　こ
ういった疑問があらゆる場面で出
てくるであろう。まだ教科書に存
在しないこれら一つ一つの現象を、
理論・実験の両面で検証していく
基礎研究が、次世代ナノ研究を世
界的にリードする鍵となる。つま

り、「何を観ているのか」を正しく
把握しておかないと、新しい発見
に出会ったとしても研究者はそれ
を見落としてしまう。科学的発見

（セレンディピティ）は、それを見
るべき人（そうだと分かる人）に
よってのみ見いだされるのである。
　現代の基礎研究は、広範に多様
化、細分化した領域全てを一人の
研究者が行うことはできないよう
になっている。図表 12 に示した項
目でさえ、筆者が思いついて記し
た一部の研究領域にすぎないかも
しれない。お家芸と呼ばれただけ
に、日本国内には電子顕微鏡に携
わる研究者は多く存在する。多様
化した専門領域について、各大学
や研究機関がそれぞれの得意領域
の研究に立脚した拠点を設け、こ
れらを横断的・有機的につなぐ
オールジャパン体制が今こそ強く
望まれる。力を十分に発揮するた
めには、装置だけではなく人的ネッ
トワークを通して、深いところで
根はつながるべき各専門の知識・
情報を共有し、世界に先駆けた新
しいアイデアの創出を図ることが
必要となる。発想としては、米国
の TEAM というよりは、欧州連
合の ESTEEM 寄りが望ましいと
言えるかもしれない。オールジャ
パン体制下で、各拠点が国内電子

顕微鏡メーカーと連携し、得意分
野を活かすオンリーワン型の装置
設計を目指すことで得られる技術
的ノウハウが、測定困難であった
ナノ試料の観察を可能にする新た
な装置開発へとつながりうる。こ
れら新装置は新たなユーザー層へ
の興味を引きつけることとなり、
さらなる裾野拡大へと直結するこ
とが大いに期待される。このよう
な試みの先駆けとして、現在特定
領域研究が始められている 29）。
　本節を小括すると、電子顕微鏡
の今後の展開として、①汎用性を
高めた装置でユーザー裾野を拡大
すること、②目的特化した装置で
各専門手法を深めていくこと、の
2 点が肝要だと思われる。装置開
発としては相反するコンセプトに
見えるが、この 2 点が相容れない
ものだということは決してない。
山を大きくするためには、裾野を
拡げることと、頂を高くすること
の両方が大事である。頂を高くし
ようとする基礎研究は、必ずやユー
ザー裾野を拡げるための新しい装
置開発へもつながるのである。電
子顕微鏡の今後を議論する際、「汎
用性」と「専門性」が混同されている
場面をしばしば見受けるが、よく
整理しながら方向性を見極める必
要がある。

6   おわりに

　1990 年代後半、電子顕微鏡性能
を飛躍的に向上させた収差補正レ
ンズ機は革命をもたらし、ナノテ
クノロジーの時代背景も相まって
世界中の注目を集めることとなっ
た。発祥の地のドイツのみならず、
米国までもがその開発に着手する
自体となり、電子顕微鏡をお家芸
としていた日本が大いに危機感を
募らすこととなった。しかし、初
動の遅れはあったものの、もとも
と高い技術力を有していた日本

メーカーは大学・公的研究機関と
のプロジェクト研究のもとに高性
能機器の開発に成功し、収差補正
発明から十数年が経った現在、十
分世界のトップレベルに比肩する
に至っている。一時期は米国 FEI
社の著しい攻勢を受けた世界市場
も、徐々に鎮静化・回復へと向か
いつつある。
　電子顕微鏡の歴史を顧みれば、
ドイツの発明を、後追いではあり
ながらも日本が高い技術力で先達

を追い越し、自らのお家芸とした
経緯がある。冷静に見れば、収差
補正機開発の初期動向においても
同じことが繰り返されているにす
ぎない。すなわち、電子顕微鏡、
収差補正レンズともにその発明自
体は海外である。特に収差補正機
は、ドイツ、英国の 50 年にわたる
基礎研究が結実した産物であるこ
とを再認識すべきである。世界の
科学先進国となった日本の技術を、
もはや「物真似」と揶揄する声はな
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いが、科学大国となった日本が次
に成すべきは、既存技術の短期的
開発だけにとどまらず、ゼロから
新しいものを生み出す真の発明・
発見であろう。それには、中長期
的展望で基礎科学を継続的に、忍
耐強くサポートしていく体制が必
要である。対投資効果や短期成果
主義のみでの判断は、本来得るべ
き将来の大きな実りを逸する危険

性を孕んでいる。このことを、日
本は過去の経験から学ばなければ
いけない。収差補正電子顕微鏡を
軸にした多様な計測法の展開は、
近い将来に必ずや大きな発明・発
見が見込まれる領域である。次回
こそ日本発で新技術を発信するた
めにも、各専門分野に跨がる研究
者間のネットワークを強め、そこ
でのオープンな討論を通して、横

断的な基礎力強化を図るための枠
組みの構築が急務であると考えら
れる。
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1   はじめに

科学技術動向研究

海洋深層循環と熱輸送に関する
観測研究の動向

河野　健
客員研究官

　気候変動は人類にとって喫緊な
対応が必要な問題である。海洋は
大気に比べて比熱が約 4 倍、質量
は約 260 倍であり、地球上の海洋
の全熱容量は大気の全熱容量の約
1000 倍となる。そのため、海洋の
貯熱量変化は、地球上の熱の分配、
ひいては我々の生活圏の地上気温
の変化に強く影響を与えている。
気候変動に関する政府間パネル

（IPCC: Intergovernmental Panel on 
Climate Change）第 4 次 報 告 書

（AR4）1）によれば、観測網が整備さ
れ貯熱量変化を精度よく検出可能
になった結果、「全海洋の 3000m
までの平均水温は上昇しており、
海が気候システムに加えられた熱
の80％超を吸収している」こと、「表
面から 700m までの海洋全体の水
温は平均でこの数十年間に 0.1℃上
昇している」ことなどが明らかに
なった。一方、AR4 では、深層循
環の変化については、「信頼できる
予測はまだない」とされている。
　海洋には、大規模で組織だった
循環がある。一つは、風によって
駆動され、海洋中の上層を水平方
向に循環する風成循環で、例えば、
黒潮などの海流は、この風成循環
の一部である。もう一つが、海水
の密度差によって駆動され表面か

ら海底までを鉛直方向に循環する
対流のような循環で子午面循環と
呼ばれる。この循環の海洋深層に
逹する部分を「深層循環」と呼ぶ。
子午面循環は海面において大気か
ら溶けた酸素や二酸化炭素などの
物質を海洋内部に運ぶ役割を担っ
ている。例えば、日本海において
温暖化などの影響で循環が深層に
まで達しなくなれば、深層に酸素
が供給されなくなり、バクテリア
や底生生物などの生態系が脅かさ
れる可能性があり、最近、新聞等
で報道 2）されている。また、二酸
化炭素の海洋内部への輸送は、比
較的長い時間スケールでの海洋の
二酸化炭素吸収力に影響する。
　さらに、深層循環を含む海洋の
子午面循環は気候変動に重要な役
割を果たしていると考えられてい
る。海洋子午面循環に伴い、両極
付近に輸送された暖かい海水は、
そこで大気に大量の熱を放出して
冷却され、深海にまで沈み込み地
球全体を循環する。すなわち、こ
の循環に伴う熱輸送は、両極付近
の大気を加熱していることになり、
地球の気候を形成する上で大きな
役割を担っている。そのため、こ
の循環の変化は比較的急激な気候
変動と強く関連している可能性が

ある。1 万年以上前に、氷期の終
了に伴い温暖化が進行する時期に
温暖な亜間氷期から突然寒冷化し、
亜氷期になったヤンガードリアス
と呼ばれる時期があった。この気
候の変化は海洋の子午面循環の大
きな変化が原因という説が有力で
ある。
　最近の研究によれば、大西洋に
おいて、グリーンランド沖で沈み
込み大西洋の中・深層を南下し海
洋の表面近くを北上する子午面循
環が、この 50 年間に約 30% 弱まっ
た可能性がある。この可能性に関
する論文が 2005 年に Nature 誌 3）

に掲載されて以来、事実であれば
急速な気候変動（この場合、寒冷化）
につながるかもしれないとの懸念
から、その変動を詳しく調査する
ための観測研究が始められつつあ
る。また、各大洋において深層の
水温上昇が観測されているが、こ
の水温上昇は、南極周辺で沈み込
み、各大洋の最深部を北上後、中・
深層を南下して戻るという南極を
起源とする循環の変化を示唆して
いる可能性がある。このような近
年明らかにされつつある事実から、
海洋深層の変化に関する研究の必
要性があらためて認識されている。
　本報告では、子午面循環のうち、
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2   深層循環と気候

2─1
熱塩循環のしくみ

　地球は球体であることから、地
表が太陽から受け取る熱は両極で
小さく、赤道付近で大きくなる。
一方、地球が宇宙空間へ放射する
熱は緯度に依存する度合いが小さ
い。そのため、中緯度およそ 40 度
を境にして、赤道寄りではいつも
温められ、南北の極寄りでは、常

に冷やされる状態となる。極付近
の海域では、海水が冷却され、ま
た凍結する結果、低温、高塩分の
重い海水が形成される。実際には、
南極大陸周辺海域やグリーンラン
ド沖でこうした重い海水が形成さ
れ、深層水となって沈み込んでい
る。沈み込んだ海水は海中を移動
し、周囲の海水との混合や海底の
地熱によって軽くなり再び湧き上
がってくる。このようにしてでき
る循環を「熱塩循環」という。　
　この循環は、低緯度で海水が得

た熱を高緯度地域で大気へと放出
していることから、低緯度と高緯
度の南北の熱の偏りを戻そうとす
る機能を持つ、海のなかの大きな
対流であり、全海洋にわたり、南
北方向に海面から海底までに至る
大規模なものである。そのため、
子午面循環（Meridiornal Overturn 
Circulation）とも呼ばれている。ま
た、深層にまで達するため、この
部分を称して深層循環とも呼ばれ
ることもある。図表 1 は後述の世
界海洋大循環実験の結果、明らか

（独）海洋研究開発機構より提供、参考文献4）を基に作成された図

図表 1　熱塩循環の模式図
北大西洋で沈み込み、上層を北上してくる循環を大西洋オーバーターン、南極周辺で沈み込み最深部を北上して深
層を南下して戻る循環（太平洋、大西洋、インド洋に存在する）を南極オーバーターンと言う。赤道付近の海面水
温は 30℃近くになるが、両極付近で冷やされた海水が常に深層に供給されるため、海底付近の水温は約 1℃となる。

特に海洋の最深層部に達するよう
な循環の変化が我々の生活圏の温

度に直接与える影響に着目して、
海洋深層研究の必要性と国内外に

おける研究の動向について詳しく
述べる。
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となった子午面循環の模式図であ
る。南極を中心として、太平洋、
大西洋、インド洋の循環が模式的
に描かれている 3）。南極や北極で
冷やされた海水が沈み込み、各大
洋の子午面内を縦方向に循環して
いる。場所によって海水の冷やさ
れ具合や塩分が違うので沈み込む
水の密度に差が生じ、そのため異
なる深度で複数の経路を持つ複雑
な循環となっている。図中、斜線
の矢印が上層、白が中層、黒が深
層の流れを示す。このような循環
を担う海水は、水温や塩分、溶存
物質等で特徴づけることが可能な
ため、それぞれ「水塊」として名称
がつけられている。このうち、各
大洋において最深層に達する深層
循環には、南半球においては、南
極周辺で海水が最深層まで沈み太
平洋、大西洋、インド洋の各大洋
の海底を北上し、中・深層を南下
してくる、という循環がある。こ
れは南極オーバーターンと呼ばれ
ている。沈み込んで太平洋底を北
上する海水は周極深層水と呼ばれ、
これは、北上しながら海底から熱
を得たり、周辺の海水と混合した
りすることで軽くなり、太平洋の
深層を南下する。北半球において
は、グリーンランド沖で最深部ま
で沈み込み大西洋の中・深層を南
下し上層を北上する循環がある。

これは大西洋オーバーターンと呼
ばれている。大西洋には南極オー
バーターンによる循環もあり、南
極周辺で沈み込んだ海水が大西洋
の最深部を北上している。そして、
太平洋同様に序々に変質して軽く
なり、中層・深層を南下している。

2─2
熱塩循環が気候に与える影響

　IPCC4 次報告書 1）の中で気候変
動と関連して、海洋観測から判明
したこととして挙げられている項
目を整理すると、以下の通りであ
る。
　・�観測網が整備され、水温や海

面水位の変化を以前より精度
よく検出可能になった。

　・�全海洋の 3000m までの平均水
温は上昇しており、海が地球
の気候システムに加えられた
熱の 80％超を吸収している。

　・�表面から 700m までの海洋全
体の平均水温は、この数十年
間に 0.1℃上昇している。

　・�海 面 上 昇 は、1961 か ら 2003
年 で 1.8mm ／ 年、1993 か ら
2003 年 で は 3.1mm ／ 年 で、
1993 から 2003 年の上昇のう
ち約半分は熱膨張による。

　・�塩分は、中・高緯度で減少、
低緯度で増加傾向。降水と蒸
発量の関係の変化を示唆して
いる。

　このように、海洋の比較的浅い
部分における変動については知見
が積み重ねられてきている。その
一方で、「深層循環の変化について
の信頼できる予測はまだない」、と
指摘されている。しかし、深層循
環も気候変動に大きな影響を及ぼ
すことは明らかである。特に極に
おける深層水の形成は、海水の冷
却に伴い海洋は大気に膨大な熱を
放出し、大気を暖め、高緯度での
比較的温暖な気候の維持に重要な
役割を担っている。
　深層循環の高緯度での気候維持
への役割について、図表 1 で示し
た子午面循環のうち、太平洋の最
深層に達する循環を例にとり図表 2
に模式的に示した。南極周辺で冷
やされた海水は、重くなって沈み
込み、太平洋底を北上する。その後、
地熱や直上の海水との混合（鉛直混
合）によって変質するとともに水温
も上昇して軽くなり、太平洋の中
層・深層を戻ってくる。そして南
極周辺で熱を大気に放出し、すな
わち再び冷やされ、重くなって沈
み込む。この循環がいわば暖房器
具におけるクーラントのような役
割を果たして大気を加熱している。

科学技術動向研究センターにて作成

図表 2　太平洋深層の循環の模式図
このほかにも様々な深度での循環があるが、ここでは、6000mにまで達するような最深部の循環のみを抜き出してある。

冷却

暖められた海水

低温の海水
鉛直混合や地熱による高温化

冷却

暖められた海水

低温の海水
鉛直混合や地熱による高温化
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この循環が弱化すれば、熱を運ぶ
能力が低下することとなり、南極
周辺海域における熱放出が減少す
ることとなる。この関係から、例
えば、温暖化により南極周辺海域
の気温が高くなると、海洋の表面
水温との温度差が小さくなり、大
気への熱放出が減る、すなわち海
洋の冷却が弱まり循環が弱化する
ことが予想される。このような気
温の変化が深層循環と関わる熱輸
送システムの変化を引き起こすと
いう直接的な関係だけでなく、一
方で、海洋内部での変化が高緯度
での気候維持に重要な循環を変化
させることも考えられている。例
えば、水塊の変質や陸からの淡水
の流入量増加などの要因で表面近
くの海水の塩分が低下すれば、密
度が大きく減り、沈み込み量の減
少や循環の弱化を引き起こし、熱
放出を減少させることになる。
　このような過程を含むため海洋
の深層循環は、地球の南北方向の
気候の分布や熱バランスを決める
要因の一つとなっている。深層循
環は数百年の時間スケールを持つ
ゆっくりとしたものだが、循環の
変化が熱放出の変化を通じて大気
に影響を与えはじめると、それは、
数十年という時間スケールで気候
に変化をもたらすようになる。そ
のため、深層循環の変化は、気候
の大きな変化に直結している可能
性がある、と懸念されているので
ある。
　例えば、南極周辺やグリーンラ
ンド沖で海水の沈み込み量が減る、
あるいは循環速度が低下する場合、
高緯度での大気加熱が減少し、広
い範囲で気候が急激に寒冷化へと
傾く可能性がある。古気候の研究
から、このような変化が過去に実
際に起こったと考えられている。1
万年以上前の温暖化進行中の亜間
氷期の後に、急激に気温が下がり
亜氷期となった時期（ヤンガードリ
アス期）がその例である。
　図表 3 は、過去の気温や循環の

強さを示す指標を氷床に含まれる
気体や海底堆積物に含まれる放射
性核種を抽出して分析した結果で
ある。水分子を構成する酸素には、
質量数が 16、17、18 の 3 種類の同
位体がある。温度が低いほど、質
量数の小さい水分子がより多く気
化する、という性質のため、蒸発
－凝固－降水というプロセスに
よって氷床が形成される際、気温
が低ければ、降水中の重い酸素の
同位対比（δ18O）は小さく、その結
果、氷床に含まれるδ18O も小さい。
従って、氷床の酸素同位対比は、
気温を示す指標となる。図表 3（a）
は、この性質を利用して、グリー
ンランドの氷床のコアに含まれる
酸素の同位対比（δ18O）から復元さ
れた過去の寒暖の変化である 4）。
ベーリング／アレレード期（図中 B―
A）と呼ばれる亜間氷期には温暖化
が序々に進行していたが、急激に
温度が低下し、それが 1000 年以上
続いた（図中 YD）ことがわかる。
これがヤンガードリアス期と呼ば
れる時期である。
　この変化は数十年という時間ス
ケールで生じており、この間に、
北半球では 5℃以上の気温低下が
起こったと考えられている。IPCC
の AR4 では、1906 年～ 2005 年の

気温上昇幅は 0.74℃であったとさ
れている。数値モデルによる将来
予測において、21 世紀末までの温
度上昇は、最悪シナリオ（高成長社
会シナリオ化石エネルギー源重視）
で 4℃前後、最善シナリオ（持続発
展型社会シナリオ）で 1.8℃前後で
ある。これらに比べると、ヤンガー
ドリアス期の変化は急激かつ大き
な変化であったことがわかる。
　また、プロトアクチニウム（231Pa）
とトリウム（230Th）は、両者ともウ
ラン系列の放射性核種で海水中の
単位時間あたりの生成量は時代を
超えて一定と考えることができる。
粒子に対する吸着の性質の違いの
ため、海水中での滞留時間が異な
り、231Pa は 200 年 程 度、230Th は
40 年程度である。滞留時間が長い
ほうが、移流により水平方向に輸
送されやすいということを意味す
る。従って 231Pa／ 230Th が大きくな
ると移流の速度が遅くなることを
意味し、速度そのものを算出する
ことはできないが、この比率が循
環速度の強弱を示す指標として使
われている。図表 3 の（b）のグラフ
はこの指標を利用して北大西洋底
の堆積物を解析することで復元さ
れた深層循環の強さを示す 5）。図
表 3（b）に示す通り、約 1 万 2 千

図表 3　古気候の研究から再現された循環の強さと気温の関係

（独）海洋研究開発機構より提供、参考文献5、6）を基に作成された図



海洋深層循環と熱輸送に関する観測研究の動向

27Science & Technology Trends   November  2010

3   海洋観測から得られた深層の変化

　IPCC の AR4 では「深層循環の変
化についての信頼できる予測はま
だない」と指摘されているものの、
近年、大西洋オーバーターンにお
いても、南極オーバーターンにお
いても、深層循環の弱化を示唆す
るような観測結果が得られている。
本章ではそれらのうち代表的な観
測結果を概説する。

3─1
大西洋オーバーターン弱化

　Bryden らは、後述の世界海洋大
循環観測計画や気候変動および予
測可能性研究計画などにおいて過
去に行われた、大西洋北緯 25 度に
おける 1957 年・1981 年・1992 年・
1998 年・2004 年の 5 回の船舶観測
の結果を解析し、大西洋における
オーバーターンがこの 50 年間で約
30% 弱 ま っ た 可 能 性 に つ い て
Nature 誌 3）に発表した。
　図表 4 は、北緯 25 度における流
量の変化を示しており、正の値が
北向きを示す。大西洋北緯 25 度は
図表 1 で大西洋を北から南まで 3
等分した時の北極側から 3 分の 1
の位置にあたる。図表 1 に示す通
り、深度 1000m より浅い所で大西
洋オーバーターンの一部である北
向きの流れがあり、一方、5000m
より深い所では南極オーバーター
ンの一部として海底付近を北上す
る流れがあり、1000― 5000m 間で
はこれらを補償するように南向き
に流れるという循環をしている。

例えば 1957 年には、1000m 以浅の
北向きの流量は 22.9 m3 ／s であっ
たのに対し、2004 年には 14.8 m3 ／s
となって循環が弱まっていること
がわかる。この結果には異論もあ
り、さらなる検証が必要だ、とさ
れたことから、第 4 節において述
べるような欧米における研究に発
展した。

3─2
南極オーバーターン弱化

　太平洋においては、深澤らによっ
て 2004 年に北太平洋深層で昇温が
発見され 7）、その後、この深層に
おける水温上昇が、太平洋全域に
わたっていることが判明した 8）。
図表 5 は、深度 5000m から海底ま
での層の熱量の変化を示している。
後述の我が国における「海洋大循環
の実態解明と総合観測システムに
関する国際共同研究」や「北太平洋
亜寒帯循環と気候変動に関する国

際共同研究」、「各研究機関による
独自の研究」などのデータ、また「世
界海洋大循環観測計画」や気候変動
および予測可能性研究計画などの
枠組みの下で世界各国において行
われた 1990 年以降の船舶観測によ
るデータを解析した結果である。
　図表 5 は、観測線と陸によって
太平洋を区分けし、その区分けの
中での 10 年間の変化として規格化
された貯熱量の変化の見積もりで
ある 9）。色が濃いほど増加量が大
きいことを示している。この図に
よると、太平洋の最深部は、ほぼ
全域で貯熱量が増加していること
がわかる。貯熱量が減少した海域
は北部北太平洋東部にあるが、減
少量はごくわずかである。特に深
層水が形成される南極周辺海域で
の貯熱量増加が顕著で、太平洋の
最深部を北上する周極深層水の経
路（矢印）にそって貯熱量の増加が
顕著である。数値モデルを使った
解析の結果、この大規模な貯熱量
増加、すなわち水温上昇は、南極
周辺での深層水形成量の減少によ

図表 4　大西洋北緯 25 度における流量の観測結果

参考文献3）を基に科学技術動向研究センターで作成

年前のヤンガードリアス期には深
層循環が弱かった、ということが
わかる。
　深層循環が弱まった原因として
は、カナダの大陸氷床が温暖化で

溶け、氷河湖（アガシー湖）が成長
し、ついには決壊して、真水が大
量に海洋に流れ込んだため、海水
が軽くなって沈み込みが減ってし
まったことが考えられている。こ

の高緯度地域への熱の供給を担っ
ていた深層循環の弱化が高緯度域
の気温の低下（図表3（a））を進めた、
という説が有力である。
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るものと判明した。さらには、そ
の深層水形成量の減少は、南極大
陸アデリーコースト（東経 140 度－
150 度）沖での大気海洋間の熱の交
換が変化し、海水の冷却が減少し、
すなわち大気加熱も減少したこと
によるものと推定されている。図
表 5 の観測結果は、南極周辺での
深層水形成の減少の影響が 40 年程
度で伝わった様子を捉えたと考え

られるている 10）。このような深層
の貯熱量増加は、太平洋以外に、
南大西洋、インド洋でも発見され
ていて 11、12）、太平洋同様、その変
化は南極周辺で大きいことから、
これは、南極オーバーターン全体
の弱化を示唆する、と考えられて
いる。
　なお、IPCC の AR4 では、深層
の貯熱量変化については定量的に

評価されていないが、最新の観測
結果では深層まで含めて全球規模
ですべて統合して見積もられてい
る。その結果、深度 3000m 以深で
も全球規模で貯熱量が増加してお
り、その貯熱量増加は、IPCC の
AR4 で言及されている深度 700―
800m 以浅の貯熱量増加の 5％―
30％程度に及ぶ可能性があると指
摘されている 13）。

参考文献9）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 5　5000mから海底までの間に 1990 年代から 2000 年代の間に蓄積した熱を 10 年間の変化として正規化した値
図中の数字は変化分（W/m2）。矢印は、南極周辺で沈み込み太平洋底を北上する周極深層水の経路。

4   海洋深層観測研究の動向

4─1
国際的な観測研究

1） 世界海洋大循環観測計画
　1990 年から 1998 年には，世界
気候変動研究計画（WCRP）の一環
として、気候変動予測に使える海
洋大循環モデルの開発、海洋循環
の実体把握、モデルを検証するた
めに必要なデータ収集を目的とし

て、世界海洋大循環観測研究計画
（World Ocean Circulation Experi-
ment: WOCE）が実施された。この
プロジェクトには、日本、米国、
英国などのいわゆる先進国のほか
に 30 カ国以上が参加した。1990
年から 1998 年の間に海洋の東西お
よび南北に縦横に観測線を設け（図
表 6）、海洋の表面から海底までの
詳細な海洋観測が実施された。観
測線には、太平洋では P、大西洋
では A、インド洋では I、南大洋

では S というアルファベットと数
字からなる名称が付けられており、
これらの観測線が以降の大規模海
洋観測計画立案に際して基準線と
して用いられるようになった。
　WOCE では、水温・塩分・溶存
酸素・栄養塩類（リン酸塩、硝酸塩、
ケイ酸塩）などが必須の計測項目と
され、各観測項目ごとにその時点
で最良と思われる観測精度を目標
として設定し、その精度を得るた
めの手法について指針を示すマ
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ニュアルが作成された 15）。レポー
トの記述内容についても方針が示
され、各観測項目の責任者は観測
および分析手法を明記して観測精
度を明らかにし、かつ観測精度を
どのように見積もったかも記述す
るよう求められた。

2） �気候変動および予測可能性研
究計画

　1998 年には、観測データや気候
システムモデルを通じて、季節・
年々・10 年・100 年という時間ス
ケールでの気候変動や予測可能性
を研究することを目的とした気候
変動および予測可能性研究計画

（Climate Variability and Predict-
ability Project:  CLIVAR）の研究実
施計画が策定され、2013 年までの
15 年計画で推進された。
　この計画の中で、WOCE で得ら
れた海洋の熱や真水の輸送量の知
見をさらに高精度化すること、海
洋の変化をモニターし、10 年ある
いはそれより短い時間スケールで
の変化を調べること、気候システ
ムモデルの評価のためのデータを
提供すること、など、WOCE の研
究成果の拡張が求められている。
そのため、図表 6 の WOCE の観測

線の再観測が提案され、その一部
が実施された。その観測結果を解
析することで、第 3 節で述べた大
西洋オーバーターン弱化の可能性
や各大洋における深層の水温上昇
が発見された。
　CLIVAR の研究活動の対象には
人為起源の気候変化も含まれてい
るため、WOCE 観測線の再観測時
には、海洋中の二酸化炭素も観測
することが重要視されている。観
測を重複なく実行し、データを収
集・公開して研究の促進に寄与す
るため、国際海洋炭素観測プロジェ
ク ト（International Ocean Carbon Coor-
dination Project : IOCCP）が組織さ
れ、CLIVAAR と密接に協力しな
がら主にインターネット上で観測
計画の情報交換やデータ公開が行
われている。

3） �全球を対象とした船舶観測に
関する国際的パネル

　CLIVAR および IOCCP の中で
船舶観測を実施しているグループ
が中心となって 2007 年に、全球を
対象とした船舶観測に関する国際
的パネル（Global Ocean Ship―based 
Hydrographic Investigations Panel: 
GO ― SHIP）が 構 成 さ れ た。GO ―

SHIP では下記のような目標を設定
している。
　・�自然起源ならびに人為起源二

酸化炭素の分布とその制御因
子ならびに海洋内部の生物化
学を理解すること

　・�2000m 以深の海洋の変化と全
球規模の熱や海面上昇への寄
与を理解すること

　・�水塊や海面での熱や物質のや
りとり、水塊の移動経路の変
動を理解すること

　・�海洋中の物質輸送の定量化
　・�数値モデルの評価
　GO― SHIP では、WOCE 観測線
の中からこの目標を達成するため
に必要な観測線を抽出し、さらに
それらを 10 年間に 1 回程度の精密
観測を必要とする観測線、および、
それより高頻度で観測する必要が
ある観測線に分類した（図表 7）。
また、WOCE 同様、必要な観測項
目を定め、さらに測定方法に関す
るマニュアルも改訂し、これらを
合わせて GO―SHIP の観測戦略と
した。この観測戦略が海洋観測の
包括的戦略の一部となるように
Ocean Observations Panel for Cli-
mate（OOPC）と国際海洋炭素観測
調整計画（IOCCP）が協力すること

参考文献14）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 6　世界で基準とされているWOCEの観測線
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が 2009 年 9 月の第 3 回世界気象機
関／政府間海洋学委員会合同海洋・
海 上 気 象 専 門 委 員 会（The Joint 
WMO ①― IOC ② Technical Commis-
sion for Oceanography and Marine 
Meteorology : JCOMM）において決
議された。さらに、 2010 年 6 月に
実施された IOC 第 43 回執行理事
会においてこの議決が紹介され、
執行理事国から支持されている。

4） �大西洋における子午面循環に
関する研究

　2007 年 1 月に、米国科学技術委
員会（National Science and Technol-
ogy Council : NTSC）の海洋科学技
術に関する共同小委員会（NSTC 
Joint Subcommittee on Ocean 
Science and Technology : JSOST）
が、海洋に関する優先研究計画と
実施戦略（Ocean Research Priorities 
Plan : ORPP）を策定した。この戦

略の中で大西洋オーバーターンと
突然の気候変動の関係の研究が、4
つの優先研究の 1 つとして取り上
げられている。これを受けて米国
では、実行中の CLIVAR の事務局
を通じて、実行計画の策定チーム
が編成され、観測・影響・データ
統合・予測の面からの研究 Atlan-
tic Meridional Overturn Circulation 
Science（AMOC）が実施されている
　一方、英国でも、2001 年から環
境 研 究 委 員 会（National Environ-
ment Research Council）に よ っ て
Rapid Climate Change （RAPID）
と呼ばれる大西洋オーバーターン
に焦点をあてた海洋と気候変動と
の関係を調べる調査研究がなされ
ている。2008 年以降は、ハドレー
センターとの共同によって 2004 年
から 2014 年までの大西洋オーバー
ターンに関する時系列の観測デー
タを収集することを目的とした

RAPID―WATCH という計画に変
更され研究が推進されている。

5） ��南極海における観測研究
　2006 年に南極研究科学委員会

（Scientific Committee on Arctic 
Research : SCAR）の支援の下、南
極海における海洋観測システム構
築に関するワークショップが開催
され、南極海観測の重要性が認知
された。そして、英・米・豪の研
究者が中心となり、2010 年に南極
海に関する包括的な観測研究計画
が、The Southern Ocean Observ-
ing System（SOOS）Plan として纏
められた。この観測研究計画では

（a）～（f）の6つの目標を掲げている。
（a）�全球の熱・水収支に対する南極

海の役割の解明
（b）�南極オーバーターンの安定性の

解明
（c）�南極の氷床の安定性に対する海

洋の役割と海面上昇への寄与の
解明

（d）�南極海における二酸化炭素吸収
の将来像の解明

図表 7　GO-SHIP により策定された観測線
実線が 10 年間に 1回程度の観測を必要とする観測線、点線がそれより高頻度で観測を必要とする観測線16）

出典：参考文献16）

①WMO：World Meteorological Organization

② IOC：Intergovernmental Oceanographic Commission
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（e）�南極海の海氷の将来像の解明
（f）�気候変動が南極の生態系に与え

る影響の解明

　これらの中で、（a）（b）（d）はオー
バーターンの観測研究に密接に関
わるものである。SOOS では、上
記 6 つの目標に必要な観測項目や
観測に最適なプラットフォーム（船
舶・フロートなど）が何かを提案し
ている。特に船舶観測については
上述の WOCE 観測線の再観測を想
定しており、今後、GO― SHIP な
どと協力しつつ観測研究を進めて
いくと予想される。

4─2
日本における海洋深層観測

1） ��海洋大循環の実態解明と総合
観測システムに関する国際共
同研究

　1990 年から 1994 年には、科学
技術振興調整費事業「海洋大循環の
実態解明と総合観測システムに関
する国際共同研究」が当時の東京大
学・東海大学・気象庁・水産庁・
海上保安庁水路部・海洋科学技術
センターなどが参加して行われた。
この事業の枠組みの下で、オール
ジャパン体制により WOCE に参画
した。WOCE の観測線のうち日本
は、P2（太平洋北緯 30 度線）、P9（東
経 137 度線）、 P13（東経 165 度線）
および P24（九州沖）の各測線を観
測した。
　さらに 1996 年には、振興調整費
事業は終了していたが、当時の水
産庁・海上保安庁・海洋科学技術
センターが経常研究費により P8

（東経 130 度線）の観測を実施した。

2） �北太平洋亜寒帯循環と気候変
動に関する国際共同研究

　1997 か ら 2001 年 に は 前 述 の
CLIVAR に貢献することを目的と
した科学技術振興調整費事業「北太

平洋亜寒帯循環と気候変動に関す
る国際共同研究」が行われた。この
事業の参加機関のうち、当時の水
産庁・海洋科学技術センター・東
海大学が、CLIVAR の一環として
WOCE 観測線 P1（太平洋北緯 47
度線）および P17（アラスカ沖）の
再観測を実施した。

3） �各研究機関による独自の研究
　2002 年以降、日本には特に大型
の研究費はなく、各研究機関が経
常研究費にて継続している。この
間、海洋研究開発機構や気象庁が、
WOCE 観測線のうち、P6（太平洋
南緯 32 度線）、A10（大西洋南緯
32 度線）、I3／4（インド洋南緯 20
度線）、P10（東経 149 度線）、P3（太
平洋北緯 24 度線）、P1（太平洋北
緯 47 度 ）、P9（ 東 経 137 度 線 ）、
P14（東経 179 度線）、P21（南緯
17 度線）の再観測を実施してきた。
また、振興調整費事業などにより
1990 年以来行われてきた観測結果
をさらに解析することで、日本の研
究者を中心に第 3 節で述べた太平
洋における深層における水温上昇
の発見とオーバーターン弱化の可
能性を示す成果が 2004 年、2006 年、
2010 年に発表されている 7 ～ 10）。

4─3
日本における 

海洋深層観測体制の問題点

　深層循環の変化を監視するよう
な研究は、大規模かつ長期にわた
るもので、国際的な連携のもと、
船舶による海面表面から海底まで
の観測が有効な手段である。しか
し船舶観測に関しては世界的に見
ても十分な推進状況とは言えない。
　持続可能な気候観測システム構
築を目的とした様々な海洋観測に
関する実行計画が、政府間海洋学
委 員 会（IOC）、 世 界 気 象 機 関

（WMO）、 国連環境計画（UNEP）、 

国連学術連合会議（ICSU）の傘下で
組織されている国際協力観測網
Global Climate Observing System

（GCOS）によって策定されている
が 17）、2009 年に示された船舶によ
る繰り返し海洋観測の達成度 18）は
62% にとどまっている。我が国に
おいては、海洋観測を実施する船
舶は、大学・独立行政法人・気象
庁・水産総合研究センターなどが
保有している。第 4 章で述べた通
り、1990 年代には科学技術振興調
整費事業などによって国内の体制
を整備し、これらの機関が役割を
分担し、オールジャパン体制で
WOCE などの国際的な観測研究に
対応してきた経緯がある。しかし、
現在の日本には、そのような枠組
みは存在しない。そのため、現在、
我が国における深層循環研究は、
学術研究あるいは個々の試験研究
機関の経常的な研究として実施さ
れているのみである。個別の機関
では、観測船を有効に利用し国際
的な研究計画に対応していくのは
困難である。2009 年には、前述の
GO―SHIP に対応するため、有志
による連絡会（Japan Repeat Hydrog-
raphy Implementation Group）が 設
立されたものの、このような体制
は規模と継続性という観点からは
脆弱である。このような問題点は、
平成 22 年 3 月 17 日付けの日本学
術会議科学者委員会による提言「学
術の大型施設計画・大規模研究計
画－企画・推進策の在り方とマス
タープラン策定について－」19）で
も、「生命科学、地球環境科学など
広範な学術の諸分野において、多
くの研究者を長期にわたって組織
する計画によって、長期定点観測・
研究、大規模データ収集、広範な
データベースや大規模資料ライブ
ラリーなどの大分野を支え、我が
国の学術の将来的発展を実現する

「大規模研究計画」と呼ぶべき研究
計画の実施が、国際的視点も加え
て緊急の課題」と指摘されている。
深層循環研究は、このマスタープ
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5   おわりに

　深層循環の変化は比較的急激な
気候変動と強く関連している可能
性がある。欧米などでは、大西洋
オーバーターンの弱化の可能性が
指摘されたため、急激な寒冷化に
結びつく可能性を懸念し、オーバー
ンの変化を把握する事を目的とす
る国際的な研究計画が続けられて
いる。一方、南極オーバーターン
に関しても、オーバーターン弱化
の可能性を指摘する研究結果がで

てきている。気候変動問題は、適
応策・軽減策のみに注目が集まり
つつあるが、現状をモニターする
ための観測研究は重要性が減じた
わけではなく、むしろこのような
モニター型観測研究から得られる
知見は、気候変動に対する適応策・
軽減策の策定に必須である。世界
的にみても、このような変化を捉
える観測研究は不十分な状態であ
る。特に日本では国内の体制を見

直し、国際連携による研究を推進
していくことが求められる。
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ランの中で重要と指摘されている
「未来予測を目指した統合的な地球
環境の観測・実験・モデル研究計
画」の重要な構成要素である。
　日本における現在の船舶観測は、
厳しい状況にあると言える。例え
ば、気象庁では、5 隻あった観測

船のうち 3 隻を 2010 年に引退させ
ている。また、それ以外の機関に
おいても、厳しい財政状況から、
今後の船舶の稼働日数を下げざる
を得ないという事態も予想される。
このような状況下で、深層循環研
究のような全球規模の気候変動の

解明と適切な適応策・軽減策策定
に必須な大規模研究の実現のため
には、まずオールジャパン体制を
とれるような枠組みを整えること
が必要であり。その上で、国際的
な連携によって、研究を推進する
ことが必要である。
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科学技術動向研究センターのご紹介

　2001 年 1 月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1 月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の 3 つです。

適宜 （2010 年 4月1日現在）

ライフサイエンスユニット

情報通信ユニット

環境・エネルギーユニット

ナノテクノロジー・材料ユニット

推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、
フロンティアの3分野

総括ユニット

 　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1 回、「科学技術動向」としてま 
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp に お い て
も公開しています。

　　  重要科学技術分野・領域の
　　  動向の調査研究

　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、我が国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。

　　  技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5 年ごとに実施して
います。2005 年には 2 年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
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